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第１章 計画策定にあたって 

１ 計画策定の背景                             

(1) 健康日本21と健康増進計画 

令和５年５⽉に公表された「令和２年市町村別⽣命表」によると、本町の平均寿命は

男性が82.0歳、⼥性87.2歳となっています。10年前の平成22年に⽐べ男性が1.7歳、

⼥性が1.5歳上昇しています。 

⽇本⼈の平均寿命は、医学技術の進歩、⾐⾷住にわたる⽣活改善、社会保障の充実等

により伸びています。しかし、その⼀⽅で、悪性新⽣物（がん）、虚⾎性⼼疾患、脳⾎

管疾患、糖尿病、慢性閉塞性肺疾患（COPD）等の⽣活習慣病が増加していることに加

え、新型コロナウイルス感染症をはじめ未知の感染症の出現など疾病構造が変化して

います。さらに、⾼齢化の進展に伴い、認知症や寝たきりも増加しています。これらの

疾病・状態等は、⽣命を奪うだけでなく、⾝体機能や⽣活の質を低下させるものも多く、

⼈がより良く⽣きるためにも、その予防・治療は重要な課題となっています。 
 

① 健康日本21と市町村健康増進計画の努力義務化 

国においては、平成12年から「すべての国⺠が健やかで⼼豊かに⽣活できる活⼒

ある社会の実現を図るため、壮年期死亡の減少、認知症や寝たきりにならない状態で

⽣活できる期間（健康寿命）の延伸等を⽬標に、国⺠の健康づくりを総合的に推進す

る」ものとして、「21世紀における国⺠の健康づくり運動（健康⽇本21）」を開始し

ました。 

また、これらの健康づくりや疾病予防を国全体で積極的に推進するための「健康増

進法」が平成15年５⽉に施⾏され、健康増進計画の策定について、都道府県には義

務規定が、市町村には努⼒規定が設けられました。 

 

② 健康日本21（第２次） 

その後、「健康⽇本21」の最終評価を受けて、平成24年７⽉に健康増進法に基づく

「国⺠の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な⽅針」が改正され、平成25

年度から令和４年度までの「21世紀における第２次国⺠健康づくり運動（健康⽇本

21（第２次））」が定められました。 
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「健康⽇本21（第２次）」においては、①健康寿命の延伸と健康格差の縮⼩、②⽣

活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底（NCDsの予防）、③社会⽣活を営むために

必要な機能の維持及び向上、④健康を⽀え、守るための社会環境の整備、⑤栄養・⾷

⽣活、⾝体活動・運動、休養、飲酒、喫煙及び⻭・⼝腔の健康に関する⽣活習慣及び

社会環境の改善、を基本的⽅向として、53項⽬の具体的⽬標値を定めました。 

令和３年、医療費適正化計画等との計画期間を⼀致させるため、１年間延⻑して令

和５年度までとすることになり、「国⺠の健康の増進の総合的な推進を図るための基

本的な⽅針」が⼀部改正されました。 
 

③ 健康日本21（第３次） 

令和５年、「健康⽇本21（第２次）」の最終評価を踏まえて、「国⺠の健康の増進の

総合的な推進を図るための基本的な⽅針」が全部改正され、令和６年度から実施され

る「健康⽇本21（第３次）」の基本的な⽅向や⽬標に関する事項が公表されました。 
 

【健康日本 21（第３次）のビジョンと基本的な方向】 

 
ビジョン 全ての国⺠が健やかで⼼豊かに⽣活できる持続可能な社会の実現 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

▼基本的な方向① 健康寿命の延伸と健康格差の縮小 

全ての国⺠が健やかで⼼豊かに⽣活できる持続可能な社会の実現のため、個⼈を取り巻く社
会環境の整備やその質の向上を通じて、健康寿命の延伸及び健康格差の縮⼩を実現します。 

 

基本的な 

方向① 

基本的な 

方向② 

基本的な 

方向③ 

基本的な 
方向④ 
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▼基本的な方向② 個人の行動と健康状態の改善 

栄養・⾷⽣活、⾝体活動・運動、休養・睡眠、飲酒、喫煙及び⻭・⼝腔の健康に関する⽣活
習慣の改善に加え、これらの⽣活習慣の定着等による⽣活習慣病の発症予防及び合併症の発症
や症状の進展等の重症化予防に関して取組を進めます。 

⼀⽅で、ロコモティブシンドローム、やせ、メンタル⾯の不調等は⽣活習慣病が原因でない
場合も含めて予防することや「誰⼀⼈取り残さない」健康づくりの観点から、既にがん等の疾
患を抱えている⼈も含め、⽣活習慣病の発症予防及び重症化予防だけではない健康づくりが重
要です。 
 
▼基本的な方向③ 社会環境の質の向上 

居場所づくりや社会参加の取組に加え、つながりを持つことができる環境整備や、こころの
健康を守るための環境整備を⾏うことで、社会とのつながり・こころの健康の維持及び向上を
図ります。 

健康な⾷環境や⾝体活動・運動を促す環境をはじめとする⾃然に健康になれる環境づくりの
取組を実施し、健康に関⼼の薄い者を含む幅広い対象に向けた健康づくりを推進します。 

誰もがアクセスできる健康増進のための基盤の整備として、保健・医療・福祉等へのアクセ
スの確保に加え⾃らの健康情報を⼊⼿できるインフラの整備、科学的根拠に基づく健康に関す
る情報を⼊⼿・活⽤できる基盤の構築や、周知啓発の取組を⾏うとともに、多様な主体が健康
づくりに取り組むよう促します。 

 
▼基本的な方向④ ライフコースアプローチを踏まえた健康づくり 

社会がより多様化することや、⼈⽣ 100 年時代が本格的に到来することを踏まえ、さまざま
なライフステージ特有の健康づくりについて取組を進めます。加えて、現在の健康状態は、こ
れまでの⾃らの⽣活習慣や社会環境等の影響を受ける可能性や次世代の健康にも影響を及ぼす
可能性があります。これらを踏まえ、ライフコースアプローチ（胎児期から⾼齢期に⾄るまで
の⼈の⽣涯を経時的に捉えた健康づくり）について、健康づくりに関連する計画等とも連携し
つつ、取組を進めていきます。 

 

 【健康日本 21（第３次）の新たな視点】 

▼視点① 女性の健康を明記 

「⼥性の健康」を新規に項⽬⽴て、「⼥性の健康習慣」についても明記し、⾻粗しょう症検診
受診率を新たに⽬標に設定しました。 

 
▼視点② 自然に健康になれる環境づくり 

健康に関⼼の薄い⼈を含め、本⼈が無理なく健康な⾏動をとれるような環境づくりを推進し
ます。 

 
▼視点③ 他計画や施策との連携も含む目標設定 

健康経営、産業保健、⾷環境イニシアチブに関する⽬標を追加し、⾃治体での取組との連携
を図ります。 
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▼視点④ アクションプランの提示 

⾃治体による周知広報や保健指導など介⼊を⾏う際の留意すべき事項や好事例集を各分野で
作成、周知します。 

 
▼視点⑤ 個人の健康情報の見える化・利活用について記載を具体化 

ウェアラブル端末やアプリの利活⽤、⾃治体と⺠間事業者間での連携による健康づくりにつ
いて明記しました。 

 

④ 岐阜県の取組 

岐⾩県では、令和５年度に、国の「健康⽇本21（第３次）」を踏まえ、県⺠の健康

寿命の延伸を⽬指し、⽣涯を通じた健康づくりに関する取組と⽬標を定めた「第４次

ヘルスプランぎふ21」（令和６〜17年度）を策定し、県⺠の健康づくりを推進してい

ます。 

 

(2) 食育推進計画 

健康を左右する⽣活習慣の中でも、⾷⽣活は特に重要です。しかし、「⾷」について

は、その⽂化的な背景も含めさまざまな問題が⽣じています。具体的には、⾷⽣活の乱

れや栄養の偏り、⾷の安全性や⾷糧⾃給率の低下などです。このような時代にあって、

とりわけこどもたちには、さまざまな体験を通して⾷の⼤切さを学び、豊かな⼈間性を

はぐくみ、⽣きる⼒を⾝に付けていくことが求められています。 
 

① 食育基本法と食育推進計画 

こうした背景のもと、平成17年６⽉に「⾷育基本法」が制定されました。この法律

では、法律の⽬的を「⾷育に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及

び将来にわたる健康で⽂化的な国⺠の⽣活と豊かで活⼒ある社会の実現に寄与する

こと」であるとしています。その推進のため、国、地⽅公共団体、教育関係者、農林

漁業者、⾷品関連事業者、国⺠等の責務を定め、国に「⾷育基本計画」の作成を義務

づけ、都道府県並びに市町村に対しては、「⾷育推進計画」作成の努⼒規定を盛り込

んでいます。 
 

② 第４次食育推進基本計画 

令和３年３⽉に公表された国の「第４次⾷育推進基本計画」では、⽇本⼈の健康や

⾷を取り巻く環境の変化、社会のデジタル化など⾷育をめぐる状況とともに、これま
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での取組による成果と、SDGsの考え⽅を踏まえ、多様な主体と連携・協働し、令和

３年度から概ね５年間に、３つの重点事項を柱に取組と施策を推進しています。 
 

【第４次計画の重点事項】 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
▼重点事項① 生涯を通じた心身の健康を支える食育の推進（国民の健康の視点） 

国⺠が⽣涯にわたって健全な⼼⾝を培い、豊かな⼈間性を育むためには、妊産婦や、乳幼児
から⾼齢者に⾄るまで、多様な暮らしに対応し、家庭、学校・保育所等、地域の各段階におい
て、切れ⽬なく、⽣涯を通じた⼼⾝の健康を⽀える⾷育を推進します。 

 
▼重点事項② 持続可能な食を支える食育の推進（社会・環境・文化の視点） 

健全な⾷⽣活の基盤として持続可能な環境が不可⽋であり、⾷育においても⾷を⽀える環境
の持続に資する取組を推進することが重要です。 

そのため、「⾷と環境との調和」「農林⽔産業や農⼭漁村を⽀える多様な主体とのつながりの
深化」「和⾷⽂化の保護・継承」を通じて、持続可能な⾷を⽀える⾷育を推進します。 

 
▼重点事項③ 「新たな日常」やデジタル化に対応した食育の推進（横断的な視点） 

「新たな⽇常」においても⾷育を着実に実施するとともに、より多くの国⺠が主体的、効果
的に⾷育を実践できるよう、ICT 等のデジタル技術を有効活⽤する等により、⾷育を推進しま
す。 

 
③ 岐阜県の取組 

岐⾩県では、「第３次岐⾩県⾷育推進基本計画」（平成29〜令和５年度）の成果と

課題を確認するとともに、国の「第４次⾷育推進基本計画」を踏まえ、令和６年３⽉

に、①多様な暮らしを⽀え、⽣涯を通じた⼼⾝の健康を守る⾷育の推進、②社会・環

境・⽂化の視点を踏まえた持続可能な⾷を⽀える⾷育の推進、③⾷環境づくりの推進

と県⺠運動の展開を基本⽅針として、「第４次岐⾩県⾷育推進基本計画」（令和６〜11

年度）を策定し、⾷育を県⺠運動として推進しています。 
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(3) 自殺対策計画 

① 我が国の自殺の状況 

平成10年、我が国ではバブル崩壊後に相次いだ⾦融機関破綻等があり、年間⾃殺

者数が３万⼈を超え、以降、しばらく年間⾃殺者数が３万⼈を超える年が続きまし

た。このため、平成18年に、⾃殺対策を総合的に推進して⾃殺防⽌を図る「⾃殺対策

基本法」が制定、平成19年には、政府が推進すべき⾃殺対策の指針として「⾃殺総合

対策⼤綱」が策定されました。これまで「個⼈的な問題」とされてきた⾃殺を「社会

的な問題」と捉え、社会全体で⾃殺対策が進められたことにより、平成22年以降は

⾃殺者数が連続して減少し、急増以前の⽔準に戻りました。その後、令和元年には

20,169⼈となりましたが、新型コロナウイルス感染症拡⼤の影響など⾃殺の要因と

なる問題の悪化等により、再び増加に転じ、令和６年３⽉、警察庁の公表によると、

令和５年中の⾃殺者数は21,837⼈であり、依然、⾮常事態であることにかわりはあ

りません。 
 

② 自殺対策計画 

平成28年４⽉、⾃殺対策基本法の施⾏から10年が経過し、⾃殺対策のさらなる強

化と推進のため、「⾃殺対策基本法の⼀部を改正する法律」が施⾏され、市町村に「市

町村⾃殺対策計画」の策定が義務づけられました。 

翌平成29年には「第３次⾃殺総合対策⼤綱」が閣議決定され、⾃殺総合対策の基

本理念を「誰も⾃殺に追い込まれることのない社会の実現を⽬指す」とし、令和８年

までに⾃殺死亡率を平成27年と⽐べて30％以上減少させることを数値⽬標として掲

げました。 
 

③ 第４次自殺総合対策大綱 

⾃殺総合対策⼤綱は５年に１度⾒直しが⾏われることとなっており、令和４年10

⽉、「第４次⾃殺総合対策⼤綱」が閣議決定されました。基本理念と数値⽬標は旧⼤

綱を引き継ぎ、「誰も⾃殺に追い込まれることのない社会の実現を⽬指す」を基本理

念とし、令和８年までに⾃殺死亡率（⼈⼝10万⼈当たりの⾃殺者数）を平成27年と

⽐べて30％以上減少させることを数値⽬標としています。 

この新たな⼤綱では、新型コロナウイルス感染症拡⼤の影響で⾃殺の要因となる

さまざまな問題が悪化したことなどにより、⼥性の⾃殺者が２年連続増加している

として、⼥性に対する⽀援の強化が初めて重点施策に盛り込まれました。具体的に
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は、予期せぬ妊娠などで悩みや不安を抱えた若い⼥性への⽀援を推進し、⾮正規雇⽤

や⼦育て中の⼥性などにきめ細かい就職⽀援を⾏うとしています。 

さらに、⾃殺したこどもも過去最多の⽔準となっていることから、こどもや若者の

対策をさらに強化することも掲げ、SNSを活⽤した相談体制の拡充などに取り組む

としています。加えて、近年、SNS等で⾃殺者に関する情報が拡散される傾向にある

ことから、「⾃殺者等の名誉及び⽣活の平穏に配慮する」も新たに明⽂化されました。 
 

④ 岐阜県の取組 

岐⾩県では、新たな⾃殺総合⼤綱を踏まえ、令和６年３⽉に「第４期岐⾩県⾃殺総

合対策⾏動計画」を策定し、県、市町村、関係機関、⺠間団体、県⺠が連携し、⼀⼈

ひとりの尊い命を守り、⽀えていくことで、「誰も⾃殺に追い込まれることのない岐

⾩県」の実現を⽬指し、⾃殺対策を推進しています。 
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２ 本町の取組と計画の策定趣旨                       

本町においては、平成21年３⽉に「糖尿病・⾼⾎圧に着⽬した⽣活習慣の改善を図る」

を重点⽬標とする「御嵩町健康増進計画」と、「望ましい⾷習慣を⾝につけ、⼼も体も健康

で、豊かな⾷⽣活を送る」を重点⽬標とする「御嵩町⾷育推進計画」を策定し、健康づく

りを推進してきました。両計画とも平成21年度から平成30年度の10年間を計画期間とし

ていましたが、その中間にあたる平成25年度に、健康づくりをめぐるさまざまな環境の変

化や町⺠の意識の変化に的確に対応するよう、健康と⾷育に関する意識調査を⾏うととも

に新たな課題について検討し、両計画を⼀体化した「御嵩町健康増進計画・⾷育推進計画

（改訂版）」を策定しました。 

平成30年度には、「御嵩町健康増進計画・⾷育推進計画（改訂版）」の期間が終わるため、

平成29年度及び平成30年度の２か年度にわたって、⼼⾝の健康づくりと深く関連し、義務

化された⾃殺対策計画を同時に策定し、⼀体化した「御嵩町健康増進計画・⾷育推進計画・

⾃殺対策計画」（以下「第１期計画」といいます。）を策定しました。 
 

３ 計画の位置づけ                            

この計画は、健康増進法第８条に基づく「市町村健康増進計画」、⾷育基本法第18条に

基づく「市町村⾷育推進計画」及び⾃殺対策基本法第13条に基づく「市町村⾃殺対策計画」

を⼀体的に策定したものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

御嵩町総合計画 

御嵩町地域福祉計画 

 

健康増進計画 

食育推進計画 

自殺対策計画 

御嵩町健康増進計画・ 

食育推進計画・ 

自殺対策計画 

御嵩町 

・御嵩町高齢者福祉計画・介護保険事業計画 

・御嵩町こども計画 

・御嵩町障がい者支えあいプラン 

・御嵩町データヘルス計画（特定健康診査等実

施計画） 

・その他の関連計画 等 

国 

健康日本 21（第３次） 第４次食育推進基本計画 自殺総合対策大綱 

岐阜県 

第４次ヘルスプランぎふ 21 第４期岐阜県自殺総合対策行動計画 第４次岐阜県食育推進基本計画 
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４ 計画の期間                            

この計画は、令和７〜18年度の12年間を期間とします。前計画は岐⾩県の計画と整合性

を図るため６年間の期間としていましたが、各種取組の健康増進への効果を短期間で測る

ことは難しく、評価を⾏うには⼀定の期間を要すること等を踏まえ12年計画とします。 

ただし、⾷育推進計画及び⾃殺対策計画については岐⾩県の計画の期間等を考慮し、中

間年にあたる令和12年度に⾒直しを⾏います。 

また、健康増進計画は計画開始後６年（令和12年）を⽬途に中間評価を⾏います。 

【計画期間】 
令和４ 
年 度 

令和５ 
年 度 

令和６ 
年 度 

令和７ 
年 度 

令和８ 
年 度 

令和９ 
年 度 

令和10 
年 度 

令和11 
年 度 

令和12 
年 度 

令和13 
年 度 

令和14 
年 度 

令和15 
年 度 

令和16 
年 度 

令和17 
年 度 

令和18 
年 度 

               

               

               

 

  

第３次 第４次ヘルスプランぎふ 21 

第３期 第４期岐⾩県⾃殺総合対策⾏動計画 

第４次岐⾩県⾷育推進基本計画 

中間 
評価 

健康⽇本 21（第３次）  （第２次） 延⻑ 

第４次⾷育推進基本計画 

 第３次 延⻑ 

御嵩町健康増進計画・ 
⾷育推進計画・⾃殺対 
策計画（第１期計画） 

 
健康増進計画（第３期） 
⾷育推進計画（第３期） 
⾃殺対策計画（第１期） 

御嵩町第２期健康増進計画・⾷育推進計画・⾃殺対策計画 
 
 
 
 
 

⾷育推進計画（第４期） 
⾃殺対策計画（第２期） 

⾷育推進計画（第５期） 
⾃殺対策計画（第３期） 

中間 
評価 

健康増進計画（第４期） 
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５ 計画の策定体制                          

(1) 御嵩町健康増進計画・食育推進計画・自殺対策計画策定委員会 

健康増進や⾷育推進、また、⾃殺対策を進めていく上では、さまざまな分野の関係者

の協⼒のもと、本町に応じた計画を策定する必要があります。そのため、保健・医療・

福祉・教育・⾏政等の関係者と、⾷⽣活改善推進協議会・保健推進員の町⺠代表で構成

する御嵩町健康増進計画・⾷育推進計画・⾃殺対策計画策定委員会において、各分野の

課題解決の⽅向性や今後の⽬標、取組等について検討します。 

 

(2) 健康と食育に関するアンケート 

計画策定の基礎資料を得ることを⽬的として、令和５年度に、町⺠の⽣活習慣や健康

の状況、⾷⽣活の状況や⾷育に関する事柄、⾃殺に対する考え⽅などを把握するweb調

査とアンケート調査を実施しました。 
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第２章 本町の健康を取り巻く状況 

１ ⼈  ⼝ 

(1) 人  口 

⼈⼝の推移をみると、平成７年の19,980⼈をピークに、そこから減少が続いており、

令和２年は17,516⼈となっています。 

０〜14歳の年少⼈⼝は平成２年から減少が続いており、15〜64歳の⽣産年齢⼈⼝も

平成12年から減少が続いています。⼀⽅で、65歳以上の⾼齢者⼈⼝は増加が続いてお

り、平成２年から令和２年の30年間に約3,000⼈増加しています。⾼齢者⼈⼝は平成７

年まで年少⼈⼝を下回っていましたが、平成12年には逆転し、令和２年には⾼齢者⼈

⼝は年少⼈⼝の約2.7倍となっています。 

図表２－１ 人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 ：総人口には年齢不詳が含まれるため、年齢区分の合計とは一致しない。 

資料：国勢調査 

  

3,864 3,684 3,113 2,634 2,347 2,210 2,090

12,400 13,113
12,878

12,432
11,893

10,700
9,755

2,566
3,183

3,662
4,159

4,544

5,152
5,565

18,830

19,980 19,653
19,272

18,824
18,111

17,516

0

10,000

20,000

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

（人）

0～14歳 15～64歳 65歳以上
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(2) 人口ピラミッド 

平成２年から令和２年の男⼥別５歳年齢階級別⼈⼝（⼈⼝ピラミッド）の推移を10

年ごとにみたグラフが図表２－２です。団塊世代及びそのこども世代を含む年齢層の

膨らみが上部に移動するとともに、少⼦化と⻑寿化の進展により、低年齢層の底部に対

し⾼年齢層の上部が⼤きくなり、不安定な形状に変わってきています。 

図表２－２ 人口ピラミッド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

  

1,000 500 0 500 1,000

0～4 
5～9 

10～14
15～19
20～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49
50～54
55～59
60～64
65～69
70～74
75～79
80～84
85～

（歳）
平成２年

男 女

1,000 500 0 500 1,000

平成12年

男 女

(人)

1,000 500 0 500 1,000

0～4 
5～9 

10～14
15～19
20～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49
50～54
55～59
60～64
65～69
70～74
75～79
80～84
85～

（歳）
平成22年

男 女

1,000 500 0 500 1,000

令和２年

男 女

(人)
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(3) 就業状況 

図表２－３は15歳以上⼈⼝における労働⼒状態別の推移をみたものです。15歳以上

⼈⼝の減少に伴い就業者数も減少を続けており、令和２年には9,000⼈を下回りました。 

図表２－４は65歳以上就業者数の推移をみたものです。65歳以上の就業者数は平成

12年の722⼈から令和２年の1,505⼈まで783⼈増加し、65〜74歳は約2.2倍、75歳以

上は約1.8倍となっています。 

図表２－３ 労働力状態別15歳以上人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 ：15歳以上人口には労働力不詳も含まれるため、労働状態別区分の合計と一致しない。 

資料：国勢調査 

図表２－４ 65歳以上就業者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査  

10,062 9,830 9,458 9,319 8,923

354 429 537 291 347

6,120 6,288 6,197 5,998
5,509

16,540 16,591 16,437
15,852

15,320

0

5,000

10,000

15,000

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

就業者 完全失業者 非労働力人口

(人)

564 621
744

1,023
1,227158

162
139

213

278

722
783

883

1,236

1,505

0

500

1,000

1,500

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

65～74歳 75歳以上

(人)
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２ ⼈⼝動態 

(1) 出生 

① 出生数、出生率 

図表２－５で出⽣数の推移をみると、平成28年をピークに減少傾向にあり、令和

２年以降は100⼈を下回っています。 

図表２－６で出⽣率※の推移をみると、本町は⼈⼝規模の関係から年によって多少

ばらつきがありますが、出⽣数同様低下傾向にあります。岐⾩県、全国と⽐べると、

令和元年を除くすべての年で下回っています。 
※出生率…人口1,000人当たりの年間出生数。 

図表２－５ 出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

資料：可茂地域の公衆衛生 

図表２－６ 出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：可茂地域の公衆衛生  

134 138
124

114
129

115 112 112
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0

50

100
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平成

24年

平成

25年

平成

26年

平成

27年

平成

28年

平成

29年

平成

30年

令和

元年

令和

２年

令和

３年

(人)

平成

24年

平成

25年

平成

26年

平成

27年

平成

28年

平成

29年

平成

30年

令和

元年

令和

２年

令和

３年

御嵩町 7.2 7.5 6.8 6.3 7.2 6.5 6.3 6.4 5.6 4.8

岐阜県 8.1 7.9 7.5 7.7 7.5 7.0 6.9 6.4 6.1 6.0

全 国 8.2 8.2 8.0 8.0 7.8 7.6 7.4 7.0 6.8 6.6

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

(1,000対)
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② 合計特殊出生率の推移 

合計特殊出⽣率は、⼀⼈の⼥性が⼀⽣に産むこどもの数を計算した率です。令和３

年の本町の合計特殊出⽣率は1.15となっており、岐⾩県、全国を下回っています。 

推移をみると、本町は令和元年以降⼤幅に低下しています。岐⾩県、全国の合計特

殊出⽣率も同様に低下傾向にあるものの、本町はより急速に低下しています。 

図表２－７ 合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

資料：可茂地域の公衆衛生 

 

  

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年

御嵩町 1.39 1.43 1.44 1.26 1.15

岐阜県 1.51 1.52 1.45 1.34 1.34

全 国 1.43 1.42 1.36 1.33 1.30

1.10

1.20

1.30

1.40

1.50

(%)
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(2) 死亡 

① 死亡数、死亡率 

図表２－８は死亡数の推移を表したものです。平成24年から200⼈前後で推移し

ています。 

図表２－９は死亡率※の推移を表したものです。平成27年及び令和２年以外は、本

町が岐⾩県、全国を上回っています。 

推移をみると、本町では⼈⼝規模の関係から年によって差が⼤きくなっています。

岐⾩県、全国の死亡率は上昇傾向にあるといえます。 
※死亡率…人口1,000人当たりの年間死亡者数。 

図表２－８ 死亡数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

資料：可茂地域の公衆衛生 

図表２－９ 死亡率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：可茂地域の公衆衛生  
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全 国 10.0 10.1 10.1 10.3 10.5 10.8 11.0 11.2 11.1 11.7
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② 死因 

図表２－10で死因順位の推移をみると、いずれの年も「悪性新⽣物」が第１位と

なっています。また、令和２年までは「⼼疾患」が、令和３年は「⽼衰」が第２位と

なっています。 

図表２－11は全国、岐⾩県の死因順位の推移です。図表２－10と⽐べると、本町

は「脳⾎管疾患」や「肺炎」が「⽼衰」より死因順位が⾼くなっている年が多くなっ

ています。 

図表２－10 死因順位の推移（人数、御嵩町） 

区分 
平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 

死 因 人 死 因 人 死 因 人 死 因 人 死 因 人 

１位 悪性新生物 54 悪性新生物 57 悪性新生物 58 悪性新生物 59 悪性新生物 74 

２位 心疾患 40 心疾患 34 心疾患 35 心疾患 34 老衰 36 

３位 肺炎 31 脳血管疾患 21 肺炎 21 脳血管疾患 20 心疾患 24 

４位 脳血管疾患 13 老衰 20 老衰 20 老衰 17 肺炎 11 

５位 老衰 12 肺炎 15 脳血管疾患 18 肺炎 11 不慮の事故 9 

           

計  217  221  218  193  230 

資料：可茂地域の公衆衛生 

図表２－11 死因順位の推移（死亡率、全国・岐阜県） 

区 分 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 

全 国 

１位 悪性新生物 悪性新生物 悪性新生物 悪性新生物 悪性新生物 

２位 心疾患 心疾患 心疾患 心疾患 心疾患 

３位 脳血管疾患 老衰 老衰 老衰 老衰 

４位 老衰 脳血管疾患 脳血管疾患 脳血管疾患 脳血管疾患 

５位 肺炎 肺炎 肺炎 肺炎 肺炎 

岐阜県 

１位 悪性新生物 悪性新生物 悪性新生物 悪性新生物 悪性新生物 

２位 心疾患 心疾患 心疾患 心疾患 心疾患 

３位 老衰 老衰 老衰 老衰 老衰 

４位 脳血管疾患 脳血管疾患 脳血管疾患 脳血管疾患 脳血管疾患 

５位 肺炎 肺炎 肺炎 肺炎 肺炎 

資料：全国は人口動態統計、岐阜県は可茂地域の公衆衛生  
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３ ⾃殺の現状 

(1) 自殺者数の推移と性別・年齢別にみた自殺の状況 

① 自殺者数の推移 

令和４年の⾃殺者数は１⼈となっており、平成26年以降では最も少なくなってい

ます。最も多かったのは平成30年の７⼈です。性別にみると、平成26年、令和元年、

令和２年以外は男性が多くなっています。 

図表２－12 自殺者数の推移（性別） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：地域における自殺の基礎資料※ 

※地域における自殺の基礎資料：警察庁から提供を受けた自殺統計原票データに基づき、厚生労働省が

集計・公表したもの。 

 

② 自殺者の性別構成割合 

⾃殺者の性別構成割合をみると、本町は男性が68.8％で⼥性を上回っています。

岐⾩県、全国も同様に男性の割合が⾼くなっています。 

図表２－13 自殺者の性別構成割合（平成30年～令和４年の合計） 

 

 

 

 

 

 
 

資料：地域における自殺の基礎資料  
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③ 自殺者の年齢構成割合 

⾃殺者の年齢構成割合をみると、本町は、40代及び80歳以上が25.0％と最も⾼

くなっています。また、20歳未満、20代、30代の合計＜若者＞の⾃殺者はいませ

ん。性別にみると、40代、50代及び80歳以上は男性が⼥性に⽐べ⾼く、60代及び

70代は⼥性が男性に⽐べ⾼くなっています。 

岐⾩県、全国と⽐べると、本町は＜若者＞の⾃殺者がいないため、当然ですが70

歳以上の＜⾼齢者＞が⾼くなっています。 

図表２－14 自殺者の年齢構成割合（平成30年～令和４年の合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域における自殺の基礎資料 
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(2) 自殺死亡率の推移と性別・年齢別にみた自殺死亡率 

① 自殺死亡率の推移 

本町の⾃殺死亡率※をみると、令和４年は5.6となっており、平成26年以降では最

も低くなっています。最も⾼いのは平成30年の37.9です。 

推移をみると、⾃殺者数と同様に年によって差が⼤きくなっていますが、全国、岐

⾩県は令和元年以降ほぼ横ばいになっているのに対し、本町はおおよそ低下傾向に

あります。 
※自殺死亡率…人口10万人当たりの年間自殺者数。 

図表２－15 自殺死亡率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：地域における自殺の基礎資料 
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② 性別・年齢別にみた自殺死亡率 

図表２－16で性別にみた⾃殺死亡率をみると、本町は男⼥ともに、岐⾩県、全国

を上回っています。 

図表２－17で性別・年齢別の⾃殺死亡率をみると、本町は⾃殺者がいる男性の40

代、50代、70代、80歳以上、⼥性の40代、60代、70代、80歳以上すべてで岐⾩県、

全国を上回っており、特に男性の80歳以上では50ポイント以上⾼くなっています。 

図表２－16 自殺死亡率（性別、平成30年～令和４年平均） 単位：10万対 

区 分 男性の自殺死亡率 女性の自殺死亡率 

御嵩町 24.1 11.0 

岐阜県 22.3 10.0 

全 国 22.7 10.4 

資料：地域自殺実態プロファイル 

図表２－17 性別・年齢別自殺死亡率（平成30年～令和４年平均） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：地域自殺実態プロファイル  
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(3) 就業状況別にみた自殺の状況 

① 自殺者の就業別構成割合 

⾃殺者の就業別構成割合をみると、「無職者」が68.8％と「有職者」を上回ってい

ます。性別にみると、「無職者」は男性が54.5％、⼥性が100.0％となっており、男

⼥とも「無職者」が⾼くなっています。 

図表２－18 自殺者の就業別構成割合（平成30年～令和４年の合計） 

 

 

 

 

 

 
(注) 年齢、同独居の不詳は含まない。 

資料：地域自殺実態プロファイル 

 

② 自殺者の職業別構成割合 

職業別に⾒ると、本町は「有職者」及び「年⾦・雇⽤保険等⽣活者」が25.0％と最

も⾼く、岐⾩県、全国は「有職者」が最も⾼くなっています。本町は、「学⽣・⽣徒

等」が計上されていません。岐⾩県、全国に⽐べて、本町は「主婦」が⾼くなってい

ます。 

図表２－19 自殺者の職業別構成割合（平成30年～令和４年の合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：地域における自殺の基礎資料 
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(4) 原因・動機別自殺者割合 

原因・動機別に⾒ると、本町は「健康問題」が43.8％と最も⾼くなっており、岐⾩県、

全国も同様に「健康問題」が最も⾼くなっています。本町は「勤務問題」「男⼥問題」

「学校問題」「その他」が原因・動機として計上されていません。 

図表２－20 自殺者の原因・動機別割合（平成30年～令和４年の合計、複数の選択あり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(注) 自殺の原因・動機にかかる集計については、遺書等の自殺を裏付ける資料により明らかに推定でき

る原因・動機を３つまで計上可能としているため、原因・動機特定者の原因・動機別の和と原因・動

機特定者数とは一致しない。 

資料：地域における自殺の基礎資料 
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４ 疾病の現状 

(1) 医療費総額の疾病別構成割合 

疾病別医療費の構成割合をみると、本町は「がん」が32.6％と最も⾼く、次いで「精

神」が16.7％、「筋・⾻格」が14.0％などとなっています。岐⾩県、全国に⽐べて、本

町は「精神」が⾼くなっています。 

図表２－21 疾病別医療費の構成割合（2023（令和５）年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国保データベースシステム 
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(2) 特定健康診査結果有所見者の状況 

平成29年度の特定健康診査の結果で基準値を超えた有所⾒者の割合を、BMI、HbA1c、

収縮期⾎圧、LDLコレステロールの４項⽬で岐⾩県、全国と⽐較しました。 

① BMI 

図表２－22でBMIの有所⾒者（25kg/m2以上）を性別にみると、本町は男性が

25.0％、⼥性が15.1％と、男⼥とも岐⾩県、全国より低くなっています。 

図表２－23で性別・年齢別にみると、本町は男性の40〜44歳、45〜49歳、⼥性の

45〜49歳、60〜64歳が岐⾩県、全国を上回っています。 

図表２－22 特定健康診査有所見者の割合（BMI、性別） 単位：％ 

区 分 男 性 女 性 

御嵩町 25.0 15.1 

岐阜県 27.4 18.7 

全 国 31.4 21.0 

資料：国保データベースシステム 

図表２－23 特定健康診査有所見者の割合（BMI、性別・年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
資料：国保データベースシステム  
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② HbA1c 

図表２－24でHbA1cの有所⾒者（5.6％以上）を性別にみると、本町は男性が

64.4％、⼥性が65.3％と、岐⾩県、全国を上回っています。 

図表２－25で性別・年齢別にみると、本町は男⼥とも年齢とともに⾼くなる傾向

にあります。男性は65〜69歳で７ポイント以上、70〜74歳で10ポイント以上、岐⾩

県、全国を上回っています。⼥性は、すべての年齢区分で岐⾩県、全国を上回ってい

ます。 

図表２－24 特定健康診査有所見者の割合（HbA1c、性別） 単位：％ 

区 分 男 性 女 性 

御嵩町 64.4 65.3 

岐阜県 57.7 57.3 

全 国 57.1 56.5 

資料：国保データベースシステム 

 

図表２－25 特定健康診査有所見者の割合（HbA1c、性別・年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国保データベースシステム  
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③ 収縮期血圧 

図表２－26で収縮期⾎圧の有所⾒者（130mmHg以上）を性別にみると、本町は

男性が31.2％、⼥性が30.5％と、岐⾩県、全国を下回っています。 

図表２－27で性別・年齢別にみると、本町の男性はすべての年齢区分で岐⾩県、

全国を下回っています。⼥性は55〜59歳が岐⾩県、全国を上回っています。男⼥と

も、岐⾩県、全国は年齢とともに有所⾒者の割合は⾼くなっていますが、本町は55

歳以上でほぼ横ばいとなっています。 

図表２－26 特定健康診査有所見者の割合（収縮期血圧、性別） 単位：％ 

区 分 男 性 女 性 

御嵩町 31.2 30.5 

岐阜県 47.6 42.9 

全 国 49.5 42.9 

資料：国保データベースシステム 

 

図表２－27 特定健康診査有所見者の割合（収縮期血圧、性別・年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国保データベースシステム  
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④ LDLコレステロール 

図表２－28でLDLコレステロールの有所⾒者（120mg/dl以上）を性別にみると、

本町は男性が54.4％、⼥性が67.6％と、男⼥とも岐⾩県、全国を上回っています。 

図表２－29で性別・年齢別にみると、本町は男性の55〜59歳、60〜64歳が岐⾩

県、全国を16ポイント以上上回っています。⼥性の60歳以上は岐⾩県、全国を10ポ

イント以上上回っています。 

図表２－28 特定健康診査有所見者の割合（LDLコレステロール、性別） 単位：％ 

区 分 男 性 女 性 

御嵩町 54.4 67.6 

岐阜県 46.1 56.5 

全 国 47.3 56.8 

資料：国保データベースシステム 

 

図表２－29 特定健康診査有所見者の割合（LDLコレステロール、性別・年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国保データベースシステム 
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５ 要⽀援・要介護認定者の現状 

(1) 要支援・要介護認定者数と構成割合 

図表２－30は要⽀援・要介護認定者の推移を表したものです。平成30年以降増加を

続けており、令和４年には1,000⼈を上回りました。令和５年現在は1,025⼈となって

います。 

図表２－31で、令和５年現在の要介護度別認定者の構成割合をみると、本町は要介

護１が21.4％と最も⾼く、次いで要介護２が20.3％となっています。岐⾩県、全国と

⽐べると、要⽀援１・２は、岐⾩県に⽐べて9.7ポイント、全国に⽐べて11.2ポイント

低くなっています。 

図表２－30 要介護度別認定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告（各年９月末現在） 
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図表２－31 要介護度別認定者の構成割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告（令和５年９月末現在） 

 

(2) 要介護度別認定者数と認定率 

令和５年現在の要介護度別の認定者数と認定率※をみると、65歳以上の第１号被保険

者の認定者は997⼈で、第１号被保険者数に対する17.0％となっています。65歳未満

の第２号被保険者は28⼈です。 

なお、75歳以上の認定者の割合は29.5％と、75歳以上の３⼈に１⼈近くが認定者と

なっています。 
※認定率…第１号被保険者数に対する65歳以上の認定者数の割合 

図表２－32 要介護度別認定者数と認定率 

区  分 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 

第１号被保険者 
（5,873人） 

64人 109人 215人 202人 159人 151人 97人 997人 

1.1% 1.9% 3.7% 3.4% 2.7% 2.6% 1.7% 17.0% 

 

65～74歳 
（2,828人） 

6人 21人 20人 20人 11人 14人 7人 99人 

0.2% 0.7% 0.7% 0.7% 0.4% 0.5% 0.2% 3.5% 

75歳以上 
（3,045人） 

58人 88人 195人 182人 148人 137人 90人 898人 

1.9% 2.9% 6.4% 6.0% 4.9% 4.5% 3.0% 29.5% 

第２号被保険者 0人 1人 4人 6人 12人 2人 3人 28人 

計 64人 110人 219人 208人 171人 153人 100人 1,025人 

資料：介護保険事業状況報告（令和５年９月末現在） 
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(3) 要介護・要支援認定率の推移 

認定率の推移をみると、本町は令和元年に上昇し、その後横ばいで推移していまし

たが、令和４年以降は上昇しており、令和５年現在は17.0％となっています。全国と

⽐較すると、いずれの年も全国より低く推移しており、岐⾩県と⽐較すると、平成25

年から県より⾼い値で推移していましたが、平成30年以降は低い値となっています。 

図表２－33 要介護・要支援認定率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告（各年９月末現在） 
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第３章 第１期の評価と課題 
 

健康増進計画・⾷育推進計画・⾃殺対策計画の評価指標に関して、健康と⾷育に関するア

ンケート等調査結果から得られたデータ、各種健康診査結果等に基づいて評価を⾏い、それ

によって課題を明確にしていきます。 

評価は、基本的には現計画策定時の基準値（平成30年）と主に令和５年の現況の値（最終

値）を⽐較し、⽬標の達成度を評価しています。 

○評価基準 

評価区分 評価基準 達成率 

Ａ ⽬標値に達している項⽬ 100％以上 

Ｂ ⽬標値は達成していないが基準値より良くなっている項⽬ 10％以上 100％未満 

Ｃ 基準値と変わらない項⽬ -10％以上 10％未満 

Ｄ 基準値より悪くなっている項⽬ -10％以下 

Ｅ 評価ができない項⽬（設問の変更、調査未実施等） － 
 

達成率（％）＝ 
最終値 － 基準値 

×100 
⽬標値 － 基準値 

 

○出典 

№ 出  典 

① 御嵩町 健康と⾷育に関する意識調査 

② 特定健康診査の結果 

③ 後期⾼齢者健康診査（ぎふ・すこやか健診） 

④ 保健事業のまとめ 

⑤ ⻭周病検診の結果 

⑥ 御嵩町 地域福祉に関する町⺠アンケート 

⑦ 学校の⻭科健診の結果 

⑧ ぎふ・さわやか⼝腔健診 

⑨ 第４次ヘルスプランぎふ 21（岐⾩県） 
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１ 健康増進計画・⾷育推進計画 

(1) 生活習慣病の発症予防と重症化予防 

評 価  A B C D E 計 
項⽬数  7 6 2 11 ０ 26 

○⾎圧の受診勧奨者の減少については、悪化しておりD評価です。 

○脂質の受診勧奨者の減少については、改善しておりAまたはB評価です。 

○重点指標である糖代謝の受診勧奨者の減少については、⼥性は改善傾向にありB評価で

すが、男性は悪化しておりD評価です。 

○健康や⾷育の講座・教室に参加したことがある⼈は増加しており、町⺠⼀⼈ひとりが⾃

らの⽣活習慣を⾒直す機会の創出につながっていると考えられます。 

○健康診査、特定健康診査及び後期⾼齢者健康診査（ぎふ・すこやか健診）の受診率につ

いては概ね⽬標値を超えていますが、がん検診については、乳がん及び⼦宮頸がんを除

き悪化しています。また、がん検診の精密検査の受診率も胃がんを除き悪化しています。 

《生活習慣病の発症予防と重症化予防の評価》 

健康指標 対 象 基準値 目標値 最終値 
評
価 

出
典 

血圧の受診勧奨者の減少 

（収縮期血圧は140mmHg以上、拡張期血圧は90mmHg以

上のいずれか、または両方である割合） 

40歳以上 16.7％ 14％ 21.3％ Ｄ 

② 男性 19.0％ 15％ 21.4％ Ｄ 

女性 14.4％ 12％ 21.2％ Ｄ 

脂質の受診勧奨者の減少 

（LDLコレステロール160mg/dl※以上の割合） 

40歳以上 14.9％ 12％ 12.2％ Ｂ 

② 男性 12.4％ 9％ 8.8％ Ａ 

女性 17.4％ 13％ 15.1％ Ｂ 

糖代謝の受診勧奨者の減少＜重点指標＞ 

（HbA1c（NGSP値）6.5％以上の割合） 

40歳以上 7.7％ 5％ 7.7％ Ｃ 

② 男性 10.0％ 8％ 11.1％ Ｄ 

女性 5.3％ 3％ 4.8％ Ｂ 

健康や食育の講座・教室に参加したことがある人の

増加 
20歳以上 10.4％ 15％ 31.2％ Ａ ① 

 

行動指標 対 象 基準値 目標値 最終値 
評
価 

出
典 

健康診査受診者の増加（年１回以上） 

20歳以上 64.4％ 85％ 82.2％ Ｂ 

① 
20歳代の男性 52.9％ 70％ 100.0％ Ａ 

20歳代の女性 52.2％ 60％ 83.3％ Ａ 

30歳代の女性 59.0％ 70％ 77.8％ Ａ 
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行動指標 対 象 基準値 目標値 最終値 
評
価 

出
典 

特定健康診査受診者の増加＜重点指標＞ 40歳以上 34.3％ 60％ 45.3％ Ｂ ② 

後期高齢者健康診査（ぎふ・すこやか健診）受診者の

増加 

75歳以上 15.2％ 20％ 
16.2％ Ｂ ③ 

がん検診受診者の増加＜重点指標＞ 

胃がん 

40歳以上 

9.2％ 12.0％ 6.1％ Ｄ 

④ 

大腸がん 15.4％ 18.0％ 14.8％ Ｄ 

肺がん 6.6％ 7.0％ 5.8％ Ｄ 

乳がん 40歳以上女性 8.8％ 10.0％ 9.7％ Ｂ 

子宮頸がん 20歳以上女性 4.8％ 8.0％ 8.7％ Ａ 

がん検診の精密検査受診者数の増加 

胃がん 

40歳以上 

79.7％ 90.0％ 80.6％ Ｃ 

④ 

大腸がん 71.5％ 90.0％ 66.7％ Ｄ 

肺がん 90.9％ 100.0％ 82.4％ Ｄ 

乳がん 40歳以上女性 96.0％ 100.0％ 93.1％ Ｄ 

子宮頸がん 20歳以上女性 100.0％ 100.0％ 71.4％ Ｄ 
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(2) 食生活・栄養 

評 価  A B C D E 計 
項⽬数  3 19 4 18 0 44 

○BMIについては、男性は肥満、20歳代及び60歳代の⼥性はやせの傾向がみられます。 

○⾷育に関⼼のある⼈が全般的に増加してきていますが、幼児や園児の保護者の関⼼が低

下傾向にあります。 

○バランスの良い⾷事の摂取については概ね改善傾向にあります。 

○朝⾷の⽋⾷について、20歳以上の成⼈や幼児・園児は改善傾向がみられるのに対し、⼩

学〜⾼校⽣は悪化しています。 

○こどもの⾷事の孤⾷、⾷事を楽しいと感じるかについて、園児や中学⽣に悪化の傾向が

みられます。 

○栄養成分表⽰を参考にしている⼈は増えており、⾷育への関⼼の⾼さも含め、正しい⾷

⽣活に関する意識の醸成が期待できます。 

《食生活・栄養の評価》 

健康指標 対 象 基準値 目標値 最終値 
評
価 

出
典 

適正体重を維持している

人の増加＜重点指標＞ 

肥満者（BMI25.0以

上）の減少 

男性 19.2％ 15％ 25.9％ Ｄ 

① 

女性 14.9％ 10％ 12.1％ Ｂ 

やせ（BMI18.5未満）

の減少 

20歳代の女性 13.6％ 10％ 33.3％ Ｄ 

30歳代の女性 32.4％ 10％ 12.5％ Ｂ 

60歳代の女性 14.5％ 10％ 19.5％ Ｄ 

食育に関心がある人の増加 

成人 56.1％ 90％ 70.0％ Ｂ 

① 

高校２年生 29.9％ 90％ 45.5％ Ｂ 

園児（年長児）の保

護者 
84.9％ 100％ 80.6％ Ｄ 

幼児（１歳６か月～

３歳児）の保護者 
78.6％ 100％ 65.2％ Ｄ 

食べ方に関心がある人の増加 20歳以上 51.4％ 80％ 65.0％ Ｂ ① 

 

行動指標 対 象 基準値 目標値 最終値 
評
価 

出
典 

主食、主菜、副菜がそろった食事をほとんど毎

日２回以上食べる人の増加＜重点指標＞ 

20歳以上 57.2％ 80％ 59.6％ Ｂ 

① 
20歳代の女性 34.8％ 60％ 50.0％ Ｂ 

50歳代の女性 38.3％ 70％ 59.1％ Ｂ 

70歳以上の女性 61.6％ 90％ 56.7％ Ｄ 
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行動指標 対 象 基準値 目標値 最終値 
評
価 

出
典 

朝食を欠食する人の減少＜重点指標＞ 

20歳以上 11.6％ 8％ 5.6％ Ａ 

① 

20歳代の男性 35.3％ 15％ 33.3％ Ｃ 

20歳代の女性 43.5％ 15％ 16.7％ Ｂ 

高校２年生 10.1％ 0％ 22.8％ Ｄ 

中学２年生 9.1％ 0％ 11.4％ Ｄ 

小学５年生 7.9％ 0％ 13.2％ Ｄ 

園児（年長児） 1.9％ 0％ 0.0％ Ａ 

幼児（１歳６か月～

３歳児） 
4.3％ 0％ 2.7％ Ｂ 

主食、主菜、副菜のそろった朝食を食べる人の
増加 

20歳以上 37.5％ 50％ 47.3％ Ｂ 

① 

高校２年生 18.6％ 40％ 20.1％ Ｃ 

中学２年生 30.0％ 45％ 16.7％ Ｄ 

小学５年生 31.5％ 50％ 20.9％ Ｄ 

園児（年長児） 20.8％ 50％ 16.7％ Ｄ 

幼児（１歳６か月～
３歳児） 

16.2％ 50％ 11.1％ Ｄ 

朝食を１人で食べるこどもの減少 

高校２年生 54.1％ 25％ 51.1％ Ｂ 

① 

中学２年生 23.8％ 15％ 23.8％ Ｃ 

小学５年生 13.4％ 0％ 9.3％ Ｂ 

園児（年長児） 5.7％ 0％ 5.6％ Ｃ 

幼児（１歳６か月～
３歳児） 

2.9％ 0％ 5.6％ Ｄ 

夕食を１人で食べるこどもの減少 

高校２年生 19.7％ 10％ 16.8％ Ｂ 

① 中学２年生 2.4％ 0％ 6.8％ Ｄ 

小学５年生 2.0％ 0％ 1.5％ Ｂ 

食事の時間を楽しいと感じるこどもの増加 

高校２年生 87.3％ 95％ 93.1％ Ｂ 

① 

中学２年生 92.7％ 95％ 86.4％ Ｄ 

小学５年生 84.8％ 95％ 89.0％ Ｂ 

園児（年長児） 87.7％ 100％ 80.6％ Ｄ 

幼児（１歳６か月～
３歳児） 

87.1％ 100％ 91.9％ Ｂ 

栄養成分表示を参考にしている人の増加 20歳以上 54.3％ 65％ 68.0％ Ａ ① 

自分の食生活を改善したいと思う人の増加 
20歳以上 38.3％ 50％ 36.8％ Ｄ 

① 
高校２年生 51.8％ 70％ 58.4％ Ｂ 
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(3) 身体活動・運動 

評 価  A B C D E 計 
項⽬数  8 4 2 7 6 27 

○重点指標である運動習慣者の増加は改善傾向にあり、AまたはB評価となっています。ま

た、20歳以上の成⼈では意識的に運動している⼈は増加傾向にあります。⼀⽅で、１⽇

の平均歩数は減少しておりD評価です。 

○地域活動やイベントに参加していない⼈は減少しており、新型コロナウイルス感染症の

５類感染症移⾏後は、町⺠の⾏動・活動が活発になってきているものと考えられます。 

○中学⽣・⾼校⽣では体育以外の運動時間が30分以下の⼈が増えています。 

《身体活動・運動の評価》 

健康指標 対 象 基準値 目標値 最終値 
評
価 

出
典 

ロコモティブシンドロームの認知度（意味も知っ
ている）の上昇 

20歳以上 17.0％ 80％ 27.3％ Ｂ ① 

１週間の運動日数と１日
の平均運動時間の増加 

１週間の運動日数 

男性 3.5日 4日 

－ Ｅ ① 

20歳代の男性 2.3日 3日 

女性 3.4日 4日 

70歳以上の女性 3.4日 4日 

１日の平均運動時間 
男性 55.5分 60分 

女性 39.6分 60分 

運動習慣者の増加＜重点指標＞ 

20歳以上 21.1％ 30％ 36.9％ Ａ 

① 

40歳代の男性 14.6％ 20％ 38.5％ Ａ 

50歳代の男性 11.1％ 20％ 33.3％ Ａ 

30歳代の女性 10.3％ 15％ 14.4％ Ｂ 

40歳代の女性 6.4％ 25％ 29.5％ Ａ 

 

行動指標 対 象 基準値 目標値 最終値 
評
価 

出
典 

意識的に運動をしている人の増加 

20歳以上 61.5％ 70％ 83.7％ Ａ 

① 50歳代の男性 40.7％ 55％ 50.0％ Ｂ 

30歳代の女性 43.6％ 50％ 66.7％ Ａ 

１日の平均歩数の増加 

20歳以上 5,301歩 7,000歩 4,550歩 Ｄ 

① 
30歳代の男性 5,267歩 7,500歩 4,500歩 Ｄ 

20歳代の女性 5,565歩 7,000歩 2,525歩 Ｄ 

30歳代の女性 5,600歩 6,500歩 5,300歩 Ｄ 

地域活動等に参加していない人の減少 
20歳以上 42.4％ 20％ 15.7％ Ａ 

① 
20歳代 70.0％ 50％ 44.4％ Ａ 
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行動指標 対 象 基準値 目標値 最終値 
評
価 

出
典 

毎日の運動時間が30分以下のこどもの減少 

高校２年生 37.7％ 20％ 44.1％ Ｄ 

① 

女子 46.2％ 20％ 48.6％ Ｃ 

中学２年生 31.1％ 5％ 38.6％ Ｄ 

女子 37.6％ 5％ 45.8％ Ｄ 

小学５年生 34.2％ 10％ 35.3％ Ｃ 

男子 35.6％ 10％ 25.0％ Ｂ 
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(4) 休養・こころの健康 

評 価  A B C D E 計 
項⽬数  1 6 1 4 0 12 

○幸せだと感じる⼈（幸福度の平均点数）は、全体では⽬標値には達していないものの、

点数は⾼くなっています。ただし、男性については点数が低下しています。 

○国の「健康⽇本21（第３次）」においても睡眠について重要視されていますが、熟睡でき

ない⼈が増加傾向にあります。また、睡眠による休養が取れていない40〜50歳代の男性

が多いことがわかります。 

○ストレスの解消については、全般的に改善傾向にあります。 

《休養・こころの健康の評価》 

健康指標 対 象 基準値 目標値 最終値 
評
価 

出
典 

幸せだと感じる人の増加 

20歳以上 6.66点 7.5点 6.78点 Ｂ 

⑥ 男性 6.66点 7.5点 6.52点 Ｄ 

50歳代 6.31点 7.5点 6.81点 Ｂ 

 

行動指標 対 象 基準値 目標値 最終値 
評
価 

出
典 

ぐっすりと熟睡できない人の減少 20歳以上 62.1％ 40％ 68.5％ Ｄ ① 

睡眠による休養を十分とれていない人の減少 

20歳以上 26.1％ 20％ 21.7％ Ｂ 

① 
40歳代の男性 39.0％ 30％ 71.4％ Ｄ 

50歳代の男性 40.7％ 30％ 50.0％ Ｄ 

40歳代の女性 44.7％ 35％ 33.3％ Ａ 

ストレスを解消できている人の増加 

20歳以上 63.4％ 70％ 63.2％ Ｃ 

① 
30歳代の男性 37.5％ 55％ 50.0％ Ｂ 

50歳代の男性 40.9％ 60％ 50.0％ Ｂ 

高校２年生 59.3％ 85％ 75.5％ Ｂ 
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(5) たばこ 

評 価  A B C D E 計 
項⽬数  4 4 0 1 0 9 

○たばこについては、世界的な機運もあり、喫煙者は確実に減少しています。 

○受動喫煙については、岐⾩県の「第４次ヘルスプランぎふ21」における第３次の評価に

よるものですが、受動喫煙の機会は減少しています。 

《たばこの評価》 

健康指標 対 象 基準値 目標値 最終値 
評
価 

出
典 

COPD（慢性閉塞性肺疾患）の認知度（意味も知っ
ている）の上昇 

20歳以上 19.8％ 80％ 14.5％ Ｄ ① 

 

行動指標 対 象 基準値 目標値 最終値 
評
価 

出
典 

喫煙者の減少 

20歳以上 12.2％ 8％ 2.1％ Ａ 

① 男性 22.1％ 15％ 4.7％ Ａ 

女性 4.7％ 3％ 1.2％ Ａ 

受動喫煙にあ
った人の減少
※ 

家庭で毎日あった人の減少 20歳以上 10.6％ 5％以下 6.1％ Ｂ 

⑨ 

職場で全くなかった人の増加 20歳以上 60.9％ 90％以上 77.5％ Ｂ 

飲食店で月１回以上あった人の
減少 

20歳以上 50.4％ 25％以下 16.0％ Ａ 

遊技場で月１回以上あった人の
減少 

20歳以上 34.5％ 17％以下 24.0％ Ｂ 

行政機関、医療機関、公共交通機
関で月１回以上あった人の減少 

20歳以上 
7.9～
14.7％ 

0％ 0～10.7％ Ｂ 

※岐阜県の「第４次ヘルスプランぎふ 21」における第３次の評価より 
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(6) アルコール・薬物 

評 価  A B C D E 計 
項⽬数  0 1 1 1 0 3 

○節度ある飲酒量を知っている⼈が増加しているにも関わらず、多量に飲酒する⼈は、男

性は⼤きく増加、⼥性はほとんど変化がありません。 

《アルコール・薬物の評価》 

健康指標 対 象 基準値 目標値 最終値 
評
価 

出
典 

多量に飲酒する人の減少 
男性 8.2％ 4％ 22.4％ Ｄ 

① 
女性 5.9％ 0％ 6.4％ Ｃ 

 

行動指標 対 象 基準値 目標値 最終値 
評
価 

出
典 

節度ある飲酒量を知っている人の増加 20歳以上 42.5％ 80％ 51.3％ Ｂ ① 
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(7) 歯・口腔の健康 

評 価  A B C D E 計 
項⽬数  8 4 3 3 0 18 

○80歳で⾃分の⻭が20本以上ある⼈は増加しておりA評価ですが、60歳で⾃分の⻭が24

本以上ある⼈は減少しておりD評価です。8020運動は着実に進んでいますが、若い世代

にも⻭の健康の⼤切さを啓発する必要があります。 

○定期的な⻭科検診受診者は増加しています。また、⻭間部清掃⽤器具を使⽤する⼈も増

えており、⻭・⼝腔の健康の重要性についての周知が進んでいます。 

《歯・口腔の健康の評価》 

健康指標 対 象 基準値 目標値 最終値 
評
価 

出
典 

自分の歯が20本以上ある人の増加 80歳の人 55.2％ 60％ 61.3％ Ａ ⑧ 

自分の歯が24本以上ある人の増加 60歳の人 60.0％ 85％ 33.3％ Ｄ ① 

３歳児でむし歯のない幼児の増加 ３歳児 79.4％ 90％以上 92.5％ Ａ ④ 

12歳児（中学１年生）で歯肉に炎症所見のある生
徒の減少 

12歳児 16.7％ 10％以下 16.3％ Ｃ ⑦ 

12歳児（中学１年生）の一人平均永久歯むし歯経
験歯数の減少 

12歳児 0.24歯 
0.10歯 
以下 

0.24歯 Ｃ ⑦ 

成人で進行した歯周病のある人の減少 20歳以上 － 50％以下 26.2％ Ａ ⑤ 

 

行動指標 対 象 基準値 目標値 最終値 
評
価 

出
典 

１日に１回も歯をみがかない人の減少 20歳以上 0.7％ 0％ 0.0％ Ａ ① 

定期的な歯科検診受診者の増加（年１回以上） 

20歳以上 67.6％ 70％ 79.5％ Ａ 

① 20歳代の男性 47.1％ 60％ 100.0％ Ａ 

50歳代の男性 48.1％ 60％ 62.5％ Ａ 

妊婦歯科健診受診者の増加 妊婦 23.2％ 50％ 22.5％ Ｃ ④ 

１歳６か月児(歯科)健診受診者の増加 １歳６か月児 94.9％ 100％ 99.0％ Ｂ ④ 

２歳歯科健診受診者の増加 ２歳児 98.4％ 100％ 97.8％ Ｄ ④ 

３歳児(歯科)健診受診者の増加 ３歳児 97.2％ 100％ 100.0％ Ａ ④ 

歯周病検診受診者の増加 
20～70歳の５歳刻
みの節目年齢の人 

4.3％ 10％ 2.8％ Ｄ ④ 

ぎふ・さわやか口腔健診受診者の増加 75歳以上の人 12.2％ 20％ 13.8％ Ｂ ⑧ 

歯間部清掃用器具を使用する人の増加 20歳以上の人 55.7％ 70％ 62％ Ｂ ① 

噛むことに満足している人の増加 80歳の人 － 70％以上 67.7％ Ｂ ⑧ 
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２ ⾃殺対策計画 

区 分 
基準値 目標値 実 績 

平成29年 令和５年 令和４年 

自殺者数 

（人／年） 
４ ０ １ 

○令和５年の年間⾃殺者数を０⼈とすることを⽬標としてきましたが、令和４年において

１⼈でした。⽬標達成はなりませんでしたが、⾃殺者数は毎年着実に減少しています。 
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第４章 基本的な考え⽅ 

１ 基本理念 

健康⽇本21（第３次）の新たな視点の⼀つに、健康に関⼼の薄い⼈も含め、誰もが無理

なく健康⾏動がとれるような「⾃然に健康になれる環境づくり」を推進することが掲げら

れています。 

前計画では、健康増進、⾷育推進、⾃殺対策としての「⽣きる⽀援」は、町⺠の個⼈的

な努⼒だけではなく、個⼈をとりまく家族、学校、企業、地域などと⼀体的に実践するこ

とを前提としており、まさに、健康づくりを地域づくり（環境づくり）として推進してい

くという考え⽅に基づいたものでした。 

そこで、本計画では、これまでの考え⽅を踏襲し、町⺠⼀⼈ひとりの健康を地域全体で

⽀え、みんなで、楽しく、⽣きがいを持って健康に暮らせるまちづくりを⽬指します。 

いっしょに⽣きて、いっしょにつくろう︕ 

みんなで たのしく けんこうに暮らせるまち 

２ 基本⽬標                            

令和５年５⽉に公表された「令和２年市町村別⽣命表」によると、本町の平均寿命は男

性が82.0歳、⼥性87.2歳となっています。10年前の平成22年に⽐べ男性が1.7歳、⼥性

が1.5歳上昇しています。 

しかし、⻑寿＝幸福という公式は成り⽴ちません。「⻑寿」の前に「健康」が付いては

じめてこの公式は成り⽴ちます。「健康⻑寿」すなわち「健康寿命の延伸」は、まちづく

りの基本であり、本計画の⽬指す最終⽬標です。 

また、健康⻑寿の対極ともいえる「⾃殺」を選ぶ⼈が後を絶ちません。本計画には、⾃

殺対策計画も含まれており、⾃殺対策基本法の基本理念である「誰も⾃殺に追い込まれる

ことのない社会の実現」を「健康寿命の延伸」と並ぶ基本⽬標とします。 

 

 

 

健康寿命の延伸 

誰も⾃殺に追い込まれることのない社会の実現 
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目標指標 

 

指  標 
基準値 

(令和５年度) 
⇒ 

目標 

(令和17年度) 

健康寿命（平均自立期間）の延伸 

【国保データベースシステム（ＫＤＢ）】 

男 性 80.6年 

⇒ 
平均寿命の増加

分を上回る健康

寿命の増加 女 性 83.6年 

 

３ 基本的な視点 

(1) 地域のつながりを重視して取組を進めます 

健康づくりは、個⼈の努⼒と地域社会の⼒を合わせることで、より取り組みやすく、

継続しやすくなると考えられます。そこで、町⾏政をはじめ、保健医療機関、教育機関、

企業、ボランティア団体等の健康に関する関係者の連携によって個⼈が健康づくりに

取り組みやすい環境を整えていきます。また、さまざまな施策を推進する上で、町⺠⼀

⼈ひとりを取り巻く家庭、地域、職域のつながりを重視します。 

 

(2) ライフコースアプローチを踏まえて施策を展開します 

町⺠の価値観の多様化や、⻑寿化の進展を踏まえ、さまざまなライフステージ特有の

健康づくりについて取組を進めます。また、現在の健康状態は、これまでの⽣活習慣や

社会環境などが影響しており、それは次世代の健康にも影響を及ぼす可能性がありま

す。こうした背景のもと、ライフコースアプローチ（妊娠期から⾼齢期に⾄るまでの⼈

の⽣涯を経時的に捉えた健康づくり）を踏まえ、施策を展開していきます。 

 
(3) 高血圧に着目した生活習慣病の予防を目指します 

本町の死亡原因をみると、悪性新⽣物を除けば、⼼疾患と脳⾎管疾患など循環器疾患

が上位を占めています。そこで、町⺠の健康寿命の延伸を⽬指し、循環器疾患の危険因

⼦の⼀つである⾼⾎圧の予防を重点施策として位置づけ、関わりの深い〈⾷〉と〈運動〉

を中⼼とした取組を町⺠と⾏政の協動で進めていきます。 

 

(4) がんの早期発見・早期治療の必要性について啓発します 

がんは誰もがかかる可能性のある病気であり、死亡原因の第 1 位となっています。

がんは早期発⾒・早期治療によって、治る病気になりつつあることから、がん検診やそ



46 

の精密検査を受けることで、がんによる死亡を減らすことができます。そこで、早期発

⾒・早期治療の必要性について普及啓発をしていきます。 

 

(5) 生きる支援に着目した取組を進めます 

健康と⾷育に関する意識調査によると、本気で⾃殺を考えたことのある町⺠が8.6％

いることがわかりました。その理由は、精神保健上の問題に限らず、さまざまな社会的

要因が考えられ、⾃殺は誰にでも起こり得ることといえます。不安やストレスのない社

会をつくることは困難ですが、過重なストレスを解消したり、軽減したりすることはで

きます。そこで、「⽣きる⽀援」に着⽬した取組を進めるとともに、さまざまな事業に

ついても「楽しみながらできる」という視点で検討していきます。 

 

(6) 精度の高い情報をわかりやすく提供していきます 

健康に関する情報がテレビ、雑誌、インターネットなどを通じてあふれています。そ

れは、町⺠に健康を意識してもらうということでは意味がありますが、その情報の正し

さを裏付ける根拠が曖昧なまま流布していることも事実であり、町⺠⼀⼈ひとりにと

って本当に有⽤な情報が届いているとはいえません。そこで、本町では、客観的な根拠

に基づいた精度の⾼い情報を、わかりやすい表現で発信・提供していくことを⼼がけ、

できるだけ多くの⼈が健康づくりに取り組める機運を醸成していきます。 

 

(7) 「食」の大切さを伝え広めます 

本町では、男性の肥満、⼥性のやせの傾向がみられます。また、⾷育に関⼼のある⼈

は全般的に増加していますが、幼児や園児の保護者に意識の低下傾向がみられます。 

健康で豊かな⼈⽣を送るためには「⾷」は⽋くことのできない重要な要素です。栄養

バランスのとれた楽しい⾷事は、⼼や体に良い影響を与え、他者とのコミュニケーショ

ン⼒を伸ばし、幸せな時間となります。しかし、煩忙な毎⽇の中、お座なりになりがち

です。 

すべての世代に、⾷を通して⼈として「⽣きる⼒」を養い、「⾃ら考えて⾷べる⼒」

をはぐくみ、個⼈の実⽣活に活かせる働きかけをします。 

また、⽣活習慣や健康観を形成する時期にあるこどもを中⼼に⾷の⼤切さ、⾷に関す

る知識を広める⾷育を推進します。 
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(8) 誰一人取り残さない「持続可能」な健康づくり 

2015（平成27）年９⽉、国連本部で開催された⾸脳会合において、2030（令和12）

年とその先の地球の未来図を⽰す「持続可能な開発⽬標（SDGs︓Sustainable 

Development Goals）」が採択されました。 

SDGsでは「誰⼀⼈取り残さない」を基本理念に、経済成⻑、社会問題の解決、環境

保全がバランス良く達成された持続可能な世界を実現するために、17の⽬標と169の

ターゲットが掲げられています。SDGsの17の⽬標は、世界共通の普遍的な課題であり、

「誰⼀⼈取り残さない」という理念は、「健康寿命の延伸」を基本⽬標とし、町⺠⼀⼈

ひとりが主体的に健康づくりに取り組み、それを地域社会で⽀えることを⽬指す本計

画の基本理念と合致するものです。 
 

●SDGsにおける関連目標（持続可能な開発のための2030アジェンダ和文仮訳（外務省）） 

 

 

 

 

 
 

目標３．あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する 

3.3 2030年までに、エイズ、結核、マラリア及び顧みられない熱帯病といった伝染病を根絶すると
ともに肝炎、⽔系感染症及びその他の感染症に対処する。 

3.4 2030年までに、⾮感染性疾患による若年死亡率を、予防や治療を通じて3分の1減少させ、精神
保健及び福祉を促進する。 

目標10．各国内及び各国間の不平等を是正する 

10.2 2030年までに、年齢、性別、障がい、⼈種、⺠族、出⾃、宗教、あるいは経済的地位その他の
状況に関わりなく、すべての⼈々の能⼒強化及び社会的、経済的及び政治的な包含を促進する。 

目標17．持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する 

17.17 さまざまなパートナーシップの経験や資源戦略を基にした、効果的な公的、官⺠、市⺠社会のパ
ートナーシップを奨励・推進する。 
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４ 健康づくりを推進する主体の役割 

町⺠⼀⼈ひとりの健康の実現には、個⼈の⼒はもとより、社会全体の⽀援が必要不可⽋

です。 

本計画では、町⺠の健康寿命の延伸を実現するための具体的な取組を提⽰することに

よって、関係機関・団体等をはじめ、町全体で健康づくりを推進し、町⺠個⼈の⾃由な意

思決定に基づく健康づくりに関する意識の向上及び取組を⽀援します。 

健康づくりを推進する取組主体である個⼈、家庭、地域社会、園・学校、職場、町のそ

れぞれの役割は、次のとおりです。 

■個⼈ 

⾃分の健康は⾃分でつくるという意識を持ち、健康的な⽣活習慣を⾝につけ、⽣涯を通
じた健康づくりを⾃ら実践します。 

■家庭 

⽣活の基盤である家庭は、健康の⼤切さを学び、健康的な⽣活習慣を⾝につける基本的
な場であり、家族がふれあい、⼼のよりどころとして安らぐ場所です。家庭においては、本
来持っているこうした機能を⼗分働かせます。 

■地域 

さまざまな⼈々が多様な価値観を持って⽣活している地域社会においては、町⺠⼀⼈ひ
とりが主体的に健康づくりに取り組むとともに、その取組を⽀援する町⺠同⼠の健康的な
つながりを築きます。 

■園・学校 

乳幼児期、学童・思春期は、「こころと体」の基礎がつくられ、⼼⾝が発達する重要な時
期です。健康教育を通して⾝体の発育と⼼の発達を促し、健康づくりの知識の習得や、健康
的な⾏動ができるようにします。 

■職場 

健康診査及びその結果に基づく事後指導など、働く⼈の健康管理を積極的に⾏うと同時
に、その健康の保持・増進、こころの健康づくりに努めます。また、良好な労働環境の整備
に努めます。 

■町⾏政 

町⺠の健康状態の把握を⾏い、健康課題を明らかにし、その解決に努めるとともに、町⺠
⼀⼈ひとりが健康づくりに取り組むことができるよう環境整備を含めた⽀援を⾏います。 

また、本計画に基づき、健康づくりの施策の展開・推進に努めます。 
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５ 施策の体系 

基本理念  基本⽬標  基本的な視点  取組の⽅向性 
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◆健康寿命の延
伸 

 
 
 
◆誰も⾃殺に追

い込まれるこ
とのない社会
の実現 

 
(1) 地域のつながりを重視

して取組を進めます 
 
(2) ライフコースアプロー

チを踏まえて施策を展開
します 

 
(3) ⾼⾎圧に着⽬した⽣活

習慣病の予防を⽬指しま
す 

 
(4) がんの早期発⾒・早期

治療の必要性について啓
発します 

 
(5) ⽣きる⽀援に着⽬した

取組を進めます 
 
(6) 精度の⾼い情報をわか

りやすく提供していきま
す 

 
(7) 「⾷」の⼤切さを伝え

広めます 
 
(8) 誰⼀⼈取り残さない

「持続可能」な健康づくり 

 
１ ライフコースアプローチを

踏まえた健康づくりの推進  
 

    

   ２ ⽣活習慣の改善 
    

   ①⽣活習慣病（NCDs）の発症
予防と重症化予防 

    

   ②⾷⽣活・栄養 
    

   ③⾝体活動・運動 
    

   ④休養・こころの健康 
    

   ⑤たばこ 
    

   ⑥アルコール・薬物 
    

   ⑦⻭と⼝腔の健康 
    

  
 

３ 地域で⽀える健康づくり 
 

 

    

  
 

４ ⾃殺対策 
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第５章 第４期健康増進計画・⾷育推進計画 

Ⅰ ライフコースアプローチを踏まえた健康づくり 

社会がより多様化することや、⼈⽣100年時代が本格的に到来することを踏まえ、集団・

個⼈の特性をより重視しつつ健康づくりを⾏うことが重要です。 

例えば、健康課題や取り巻く状況は、ライフステージ※ごとに異なっており、⼀般的に

次のような点が指摘されています。  

□就労世代や育児を⾏う⼈は健康づくりに費やす時間が⼗分にない  

□若年⼥性のやせ、更年期症状・障害など⼥性はライフステージごとにさまざまな健康課

題を抱えている  

□社会参加する機会の減少に伴い、⾼齢者の健康が悪化する  

本町ではこれまで、こうした現状を踏まえ、ライフステージに応じた健康づくりの取組

を推進してきました。  

加えて、現在の健康状態は、これまでの⾃らの⽣活習慣や社会環境等の影響を受ける可

能性があることや、次世代の健康にも影響を及ぼす可能性があるものであり、妊娠期から

⾼齢期に⾄るまで、⼈の⽣涯を経時的に捉えた健康づくり（ライフコースアプローチ）の

観点も取り⼊れることが「誰⼀⼈取り残さない健康づくり」には重要です。  

 

※本計画におけるライフステージの考え方 

妊娠期・乳幼児期  学齢期  成⼈期  ⾼齢期 

胎児〜５歳 ６〜19歳 20〜64歳 65歳以上 
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これまで推進してきたライフステージに応じた健康づくりに加え、町⺠⼀⼈ひとりの

健康づくりはライフステージごとの⼀時点的な観点だけでなく、⽣涯を通じた経時的な

観点でアプローチすべきというライフコースアプローチを踏まえた健康づくりを推進し

ていきます。 

本計画では、国が健康⽇本21（第３次）においてライフコースアプローチを踏まえた

健康づくりとして⽬標設定している「こども」「⾼齢者」「⼥性」を考慮し、「こども」

「⾼齢者」「⼥性」を対象とします。 

 

【ライフコースアプローチを踏まえた健康づくりのイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

乳幼児突然死症候群 

発育遅延 

低出生体重児 

次世代 

⽣活習慣病 
発症  重症化 

要介護 
状態 

不規則な生活 

偏った食事 

肥満 

運動機能の低下 

フレイル 

飲酒 
喫煙 

運動不足 

オーラルフレイル 

低栄養傾向 

骨量減少 

⼥性 

やせ 

成⼈期の⽣活習慣が次世代に影響 

各ライフステージの⽣活習慣が次のライフステージに影響 

妊娠期・
乳幼児期

学齢期 成⼈期 ⾼齢期

⾼齢者 

こども 
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１ こども 

幼少期からの⽣活習慣や健康状態は、成⻑してからの健康状態にも⼤きく影響を与え

ることや、妊婦の健康がこどもの健康にも影響することから、成育医療等基本⽅針に基づ

く取組とも連携しつつ、こどもの健康を⽀える取組を進めるとともに、妊婦の健康増進を

図ることも重要です。 

＜取組の⽅向性＞ 

■産後うつの早期発⾒や予防のための取組をはじめ、育児不安のある⼈への対応、家族等

の⽀援者のいない保護者へのサービスの提供などにより、安⼼して育児ができる体制

を整えます。 

■乳幼児健康診査や保健指導の充実を図るとともに、健康に関する情報の提供など、将来

を担うこどもの健全な成⻑を促すための⽀援を⾏います。 

■こどもの発達状況に合わせた継続的な⽀援に努めます。 

■適切な運動、バランスのとれた⾷事、⼗分な休養・睡眠といった⽣活習慣を、こどもが

⾝につけられるよう、園や学校を通じて情報提供します。 

■園や学校との連携のもと、⾷育を推進します。 

■たばこ、アルコールがもたらす健康への影響などについての正しい知識を伝えます。 

 

２ ⾼齢者                            

⾼齢期に⾄るまで健康を保持するためには、⾼齢者の健康を⽀えるだけでなく、若年期

からの取組が重要です。 

＜取組の⽅向性＞ 

■要⽀援・要介護状態になるリスクが⾼くなる、脳梗塞や⼼筋梗塞の危険因⼦となるメタ

ボリックシンドロームの予防を⽬的に、特定健康診査及び特定保健指導並びに後期⾼

齢者健康診査（ぎふ・すこやか健診）を実施します。 

■町が実施している各種健（検）診については、⾼齢者をはじめ町⺠の⽣涯を通じた健康

保持・増進を⽀援するため、できるだけ多くの⼈に受診してもらえるよう受診勧奨をす

るとともに、保健指導の充実を図ります。 

■糖尿病や⾼⾎圧症に起因して要⽀援・要介護状態とならないよう、⾼⾎圧症や脂質異常
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症などの⽣活習慣病予防と合わせた、栄養、運動等、⽇常⽣活における⽣活習慣改善に

ついての助⾔・指導を⾏うとともに、健康についての最新情報が提供できるよう努めま

す。 

■⾼齢者の⽣活の質の向上と重度化予防を⽬的に、地域における「つどいの場」や介護予

防教室等で町⺠と⼀緒に、フレイル予防や介護予防の意義を共有するとともに、⼝腔機

能や⾷⽣活、転倒予防などの課題に対応した保健指導を⾏います。 

■⾼齢者の社会活動を促進するため、地域における「つどいの場」づくりを推進するとと

もに、⾼齢者いきがい活動⽀援センターの活⽤を促進します。また、げんきボランティ

ア65や御嵩町シルバー⼈材センターなどの活動を⽀援します。 

 

３ ⼥性                             

⼥性については、ライフステージごとに⼥性ホルモンが劇的に変化するという特性等

を踏まえ、⼈⽣の各段階における健康課題の解決を図ることが重要です。 

＜取組の⽅向性＞ 

■⼥性特有の健康課題に関して広報や町ホームページ等を活⽤して情報提供します。  

■妊産婦健康診査や保健指導を通して、妊娠中の不安を解消するとともに、安⼼して妊娠

期間を過ごせるように⽀援します。  

■⼥性の特性に関連した疾病の予防や早期発⾒のため、⼦宮頸がん検診、乳がん検診、⾻

粗しょう症検診の受診率の向上に努めます。  
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Ⅱ ⽣活習慣の改善 

１ ⽣活習慣病（NCDs）の発症予防と重症化予防 

 

 

 

 

悪性新⽣物、循環器疾患、糖尿病など⽣活習慣病の発症や重症化、合併症を予防するた

めには、正しい知識のもと、⽣活習慣の改善や健診の受診等を通じてリスクを減らしてい

く必要があります。そこで、町⺠の意識変容と⾏動を伴って⽣活習慣が改善されるよう、

情報提供や相談⽀援の充実を図ります。 

 

■町民の取組 

 

▶⾃分にとってより良い⽣活習慣を知り、できることから⾒直します 

▶⾃分の適正体重を知り、体重のコントロールをこころがけます 

  

▶より良い⽣活習慣を⾝につけます 

 

▶年に１度は⽣活習慣病予防のための健（検）診を受けます 

▶健（検）診の結果を振り返り、より良い⽣活習慣につなげます 

▶積極的に特定保健指導や健康相談を活⽤します 

 

  

健（検）診をうけてからだの状態を知り、⽇々の⽣活習慣を⾒直そう 

町⺠の⽬標 

すべての年代 

成人期・高齢期 

妊娠期・乳幼児期・学齢期 
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■町行政の取組 

 

取組の方向 取 組 対 象 

⽣活習慣病に関する知識の普及をします ■広報、ホームページ すべての年代 

町⺠の健康意識を⾼め、より良い⽣活習慣を獲得
し、健康増進・疾病予防が図れるよう、健康教育
の充実を図ります 

■健康教室等 すべての年代 

健康や栄養、⼼の健康など町⺠が抱えている健康
課題に対して、相談に応じます 

■いきいき健康相談等 
 

すべての年代 

健康診査の受診率の向上を図り、循環器疾患のハ
イリスク者の早期発⾒に努めます 

■20〜39歳の⼈のための健
康診査（プレ健診） 

成⼈期 

■特定健康診査 成⼈期 
⾼齢期 

■後期⾼齢者健康診査（ぎ
ふ・すこやか健診） 

⾼齢期 

特定健康診査の結果、⽣活習慣病リスクが⾼い⼈
に保健指導を実施し発症予防・重症化予防を図り
ます 

■特定保健指導 成⼈期 
⾼齢期 

特定健康診査の結果から糖尿病性腎症のリスクが
あると考えられる⼈に医療機関への受診勧奨を⾏
います。 

■糖尿病性腎症重症化予防
事業 

成⼈期 
⾼齢期 

がん検診の受診率向上と精密検査の受診勧奨に努
めます 

■各がん検診 成⼈期 
⾼齢期 

栄養・運動などの⽇頃の⽣活改善に向けた取組、
各種健康診査の受診、健康教室等への参加など、
町⺠が主体的に健康づくりに取組めるきっかけを
つくります 

■清流の国ぎふ健康・スポー
ツポイント事業 

成⼈期 
⾼齢期 
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■目標指標 

 

指  標 
基準値 

(令和５年度) 
⇒ 

目標値 

(令和17年度) 

血圧の受診勧奨者（40～74歳）の減少 

（収縮期血圧は140mmHg以上、拡張期血圧は90mmHg

以上のいずれか、または両方である割合） 

【特定健康診査の結果】 

男性 21.4％ ⇒ 14％以下 

女性 21.2％ ⇒ 15％以下 

脂質の受診勧奨者（40～74歳）の減少 

（LDLコレステロール160mg/dl※以上の割合） 

【特定健康診査の結果】 

男性 8.8％ ⇒ 8％以下 

女性 15.1％ ⇒ 13％以下 

糖代謝の受診勧奨者（40～74歳）の減少 

（HbA1c（NGSP値）6.5％以上の割合） 

【特定健康診査の結果】 

男性 11.1％ ⇒ 8％以下 

女性 4.8％ ⇒ 3％以下 

健康や食育の講座・教室に参加したことがあ

る人の増加 

【御嵩町健康と食育に関する意識調査】 

20歳以上 31.2％ ⇒ 32％以上 

健康診査受診者の増加（年１回以上） 

【御嵩町健康と食育に関する意識調査】 
82.2％ ⇒ 85％以上 

特定健康診査受診者の増加 

【特定健康診査の結果】 
45.3％ ⇒ 60％以上 

後期高齢者健康診査（ぎふ・すこやか健診）受診者の増加 

【後期高齢者健康診査（ぎふ・すこやか健診）】 
16.2％ ⇒ 20％以上 

がん検診受診者の増加 

【保健事業のまとめ】 

胃がん 6.1％ ⇒ 12％以上 

大腸がん 14.8％ ⇒ 18％以上 

肺がん 5.8％ ⇒ 7％以上 

乳がん 9.7％ ⇒ 10％以上 

子宮頸がん 8.7％ ⇒ 9％以上 

前立腺がん 8.8％ ⇒ 10％以上 

がん検診の精密検査受診者数の増加 

【保健事業のまとめ】 

胃がん 80.6％ ⇒ 90％以上 

大腸がん 66.7％ ⇒ 90％以上 

肺がん 82.4％ ⇒ 90％以上 

乳がん 93.1％ ⇒ 95％以上 

子宮頸がん 71.4％ ⇒ 95％以上 

前立腺がん 69.4％ ⇒ 90％以上 
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２ ⾷⽣活・栄養 

 

 

 

 

⾷⽣活は、⽣命を維持するためだけでなく⽣涯を通じての健康づくりのためにも重要

です。栄養バランスのとれた⾷事を⾃ら選び、規則正しく摂取する⾷習慣の確⽴は、健康

寿命の延伸に効果的であり、過⾷・⽋⾷や栄養の偏りは⽣活習慣病の発症や重症化と密接

に関連があります。 

こどもの頃から適切な⾷事内容、望ましい⾷習慣が⾝につき、⼤⼈になっても継続して

いけるよう家庭、学校をはじめ、地域ぐるみの取組を推進します。 

また、本町特有の⾷⽂化や⾏事⾷を次世代に継承できるよう広く情報発信します。 

 

■町民の取組 

 

▶必ず朝ご飯を⾷べます 

▶主⾷・主菜・副菜をバランス良く⾷べます 

▶家族でゆっくり⾷事をする時間をつくります 

  

▶妊娠中は⾃分の体調に合わせて、バランス良く⾷べます 

▶こどもに年齢・⽉齢に合わせた⾷品や味を体験させます 

▶必ず朝ご飯を⾷べます 

▶家族で⾷事を楽しみます 

▶素材の味を⼤切にし、薄味を⼼がけます 

 

▶⾃分の適正体重を知って、バランスよく⾷べます 

▶外⾷や買い物時に栄養成分表⽰をみて選びます 

▶野菜をたくさん⾷べます 

バランス良く⾷べて、笑顔があふれる豊かな⼈⽣をつくろう 

町⺠の⽬標 

すべての年代 

妊娠期・乳幼児期・学齢期 

成人期 
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▶味付けを⼯夫するなどして塩分を摂り過ぎないようにします 

▶毎⽇、体重を測ります 

▶よくかんで素材の味を楽しみます 

▶地産地消を意識します 

 

▶いろいろな⾷品をバランスよく⾷べて低栄養を防ぎます 

▶地域の⾏事に参加するなど誰かと⼀緒に楽しく⾷事をします 

▶地域で採れた野菜や地域の料理のことを若い世代に伝えます 

 

■町行政の取組 

 

取組の方向 取 組 対 象 

こどもの頃から適切な⾷習慣を⾝につけられる
よう、妊娠・出産期から保護者に向けた栄養・⾷
⽣活に関する周知啓発を⾏います 

■⺟⼦健康⼿帳交付時の保
健指導 

妊娠期 

■離乳⾷教室 乳幼児期 

幼児期から⾷⽣活の⼤切さを学ぶ機会を提供し
ます 

■保育園等における⾷育の
推進 

乳幼児期 

⼩中学校において⾷の⼤切さや地産地消の意味
など学ぶ機会を提供します 

■学校における⾷育の推進 学齢期 

⽣活習慣病予防につながる⾷事の地域での普及
に努めます 

■⾷⽣活改善推進協議会と
の連携 

すべての年代 

バランスの良い⾷事に関する情報提供を⾏いま
す 

■広報、ホームページ すべての年代 

地域と連携して地産地消に取り組みます ■地元で採れた⾷材の学校
給⾷への利⽤拡⼤ 

学齢期 

栄養・運動などの⽇頃の⽣活改善に向けた取組、
各種健康診査の受診、健康教室等への参加など、
町⺠が主体的に健康づくりに取組めるきっかけ
をつくります〔再掲〕 

■清流の国ぎふ健康・スポー
ツポイント事業 

成⼈期 
⾼齢期 

  

高齢期 
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■目標指標 

 

指  標 
基準値 

(令和５年度) 
⇒ 

目標値 

(令和17年度) 

肥満者（ＢＭＩ25.0以上）の減少 

【御嵩町健康と食育に関する意識調査】 

男性 25.9％ ⇒ 15％以下 

女性 12.1％ ⇒ 10％以下 

やせ（ＢＭＩ18.5未満）の減少 

【御嵩町健康と食育に関する意識調査】 

20歳代の女性 33.3％ ⇒ 10％以下 

30歳代の女性 12.5％ ⇒ 10％以下 

食育に関心がある人の増加 

【御嵩町健康と食育に関する意識調査】 
成人 70.0％ ⇒ 90％以上 

主食、主菜、副菜がそろった食事をほとんど毎日２回以上食

べる人の増加【御嵩町健康と食育に関する意識調査】 
59.6％ ⇒ 80％以上 

朝食を欠食する人の減少 

【御嵩町健康と食育に関する意識調査】 

※1【プレ健診】 

※2【３歳児健診】 

20歳以上 5.6％ ⇒ 5％以下 

20・30歳代※1 32.9％ ⇒ 15％以下 

高校２年生 22.8％ ⇒ 11％以下 

中学２年生 11.4％ ⇒ 5％以下 

小学５年生 13.2％ ⇒ 6％以下 

３歳児※2 4.2％ ⇒ 2％以下 

朝食を１人で食べるこどもの減少 

【御嵩町健康と食育に関する意識調査】 

高校２年生 51.1％ ⇒ 25％以下 

中学２年生 23.8％ ⇒ 15％以下 

小学５年生 9.3％ ⇒ 0％ 

食事の時間を楽しいと感じるこどもの増

加【御嵩町健康と食育に関する意識調査】 

高校２年生 93.1％ ⇒ 95％以上 

中学２年生 86.4％ ⇒ 95％以上 

小学５年生 89.0％ ⇒ 95％以上 

園児（年長児） 80.6％ ⇒ 95％以上 

幼児（１歳６か

月～３歳児） 
91.9％ ⇒ 95％以上 

栄養成分表示を参考にしている人の増加 

【御嵩町健康と食育に関する意識調査】 
68.0％ ⇒ 80％以上 
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３ ⾝体活動・運動 

 

 

 

 

運動を続けている⼈や⽇常⽣活の中で活動量が多い⼈は、循環器疾患、糖尿病、⾻粗し

ょう症、悪性新⽣物、認知症などにかかる⼈の割合や死亡率が低いことがわかっています。 

また、適度な運動は、ストレスを解消し、こころの健康を保つためにも有効です。 

さらに、⾼齢になってからのフレイル（虚弱）予防にもつながっていきます。 

運動・⽣活活動の重要性を周知するとともに、誰もが気軽に運動に取り組める環境づく

りを進めます。 

■町民の取組 

 

▶⽣活の中で意識的にからだを動かします 

▶⾃分に合った運動をみつけ、習慣的に⾏います 

▶SNS やアプリなどを活⽤しながら、楽しく体を動かします 

▶地域の⾏事に積極的に参加します 

  

▶妊娠中は体調に合わせて適度に体を動かします 

▶家族で外遊びを楽しみます 

 

▶友だちと外で遊びます 

▶学校の体育以外に地域クラブやスポーツ少年団を活⽤して体を動かす習慣をつけます 
▶ゲームやスマホ・タブレットを使う時間を⾒直します 

  

⽣活の中でからだを動かし、⾃分にあった運動をみつけて、始めて、続けよう 

町⺠の⽬標 

すべての年代 

妊娠期・乳幼児期 

学齢期 
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▶外出するなどできるだけ歩くようにします 

▶エレベーターやエスカレーターをできるだけ使わず、階段を使います 

▶時々⽴ち上がり、座りっぱなしにならないようにします 

▶プールやジムなどの運動施設を利⽤します 

 

▶筋⼒が低下しないよう、⾃分に合った運動を続けます 

▶外出や仲間と⼀緒に活動する機会を増やします 

 

■町行政の取組 

 

取組の方向 取 組 対 象 

からだを動かすことの重要性の啓発や⽣活の中
で気軽に取り組める運動の周知を⾏います 

■広報・ホームページ すべての年代 

⾼齢者が気軽に運動や体⼒づくりに取り組める
きっかけをつくります 

■介護予防体操「夢いろ体
操」等の普及 

⾼齢期 

地域で楽しく運動する機会をつくります ■地区の運動会、スポーツイ
ベントの充実 

すべての年代 

スポーツに親しむきっかけづくりとスポーツを
⾏う場を提供します 

■「⾛り⽅教室」等スポーツ
教室の開催 

学齢期 

■体育施設の利⽤開放 すべての年代 

■筋⼒トレーニング教室の
充実 

すべての年代 

地域における活動・交流・健康づくりの場づくり
を推進します 

■「つどいの場」づくりの推
進 

成⼈期 
⾼齢期 

栄養・運動などの⽇頃の⽣活改善に向けた取組、
各種健康診査の受診、健康教室等への参加など、
町⺠が主体的に健康づくりに取組めるきっかけ
をつくります〔再掲〕 

■清流の国ぎふ健康・スポー
ツポイント事業 成⼈期 

⾼齢期 

 

  

成人期 

高齢期 
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■目標指標 

 

指  標 
基準値 

(令和５年度) 
⇒ 

目標値 

(令和17年度) 

運動習慣者の増加 

【御嵩町健康と食育に関する意識調査】 
36.9％ ⇒ 37％以上 

意識的に運動をしている人の増加 

【御嵩町健康と食育に関する意識調査】 
83.7％ ⇒ 84％以上 

１日の平均歩数の増加 

【御嵩町健康と食育に関する意識調査】 
4,550歩 ⇒ 7,000歩 

地域活動等に参加していない人の減少 

【御嵩町健康と食育に関する意識調査】 
15.7％ ⇒ 15％以下 

毎日の運動時間が30分以下のこどもの減少 

【御嵩町健康と食育に関する意識調査】 

高校２年生 44.1％ ⇒ 20％以下 

中学２年生 38.6％ ⇒ 10％以下 

小学５年生 35.3％ ⇒ 10％以下 

骨粗しょう症検診受診者の増加【保健事業のまとめ】 13.2％ ⇒ 16％以上 
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４ 休養・こころの健康 

 

 

 

 

こころの健康を保つためには、⼗分な睡眠、適度な運動、バランスのとれた⾷⽣活など

多くの要素があります。また、ストレスをなくすことはできませんが、趣味活動などによ

り、それを少しでも解消し、上⼿につきあうことがこころの健康にとって⽋かせない要素

となります。さらに、孤⽴・孤独を感じることなく、⼼配事や不安を軽減するためには、

家族や親しい⼈とのコミュニケーション、地域でのつながりが重要です。 

⼀⼈ひとりに合ったこころのケアや、相談⽀援、ストレス解消⽅法の情報提供などを図

るとともに、こころ穏やかに暮らせる地域づくりを進めます。 

 

■町民の取組 

 

▶規則正しい暮らしで⽣活リズムを整えます 

▶⼗分な睡眠がとれるよう⾃分に合った⽅法をみつけます 

▶趣味や⽣きがいをもちます 

▶悩み事などは⼀⼈で抱え込まないよう家族や友⼈に相談します 

▶家庭や学校や職場など⾃分の周りの⼈の⼼⾝の不調に気づくよう気を配ります 

  

▶妊娠、出産、⼦育ての悩みやストレスは⾝近な⼈やこども家庭センターに相談します 

▶親⼦で楽しめる交流の場などに出向いて⼩さな不安をため込まないようにします 

 

▶悩みや困ったことがあるときは、家族、先⽣、スクールカウンセラーなど信頼できる⼈

に相談します 

▶ゲームやＳＮＳなどは時間を決めて上⼿につきあいます 

すべての年代 

妊娠期・乳幼児期 

学齢期 

⾃分なりのストレス解消法で、笑顔で暮らそう 

町⺠の⽬標 
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▶趣味やスポーツでストレスを発散します 

▶睡眠や休養をしっかりとり、リフレッシュします 

▶悩みや不安があるときは早めに相談窓⼝を利⽤します 

 

▶家庭や地域の中で、⾃分の役割をみつけます 

▶家族や友⼈との楽しい時間をつくります 

▶地域の「つどいの場」に出かけたり、シルバー⼈材センターに参加したり積極的に社会

参加します 

 

■町行政の取組 

 

取組の方向 取 組 対 象 

ストレスと休養、睡眠の意義やうつ病について
の情報提供をします。 

■広報・ホームページ すべての年代 

不眠、ストレス、アルコールに関することなど
こころの健康に関する悩みごとに対し、精神保
健福祉⼠による個別相談を実施し、こころの安
定を促します 

■精神保健福祉相談 すべての年代 

⼦育てやこどもの成⻑に関する相談窓⼝の充
実と周知を図ります 

■こども家庭センター 妊娠期 
乳幼児期 ■育児相談・幼児相談 

妊産婦の⾝体的な回復と⼼理的な安定を促進
するとともに、健やかな育児ができるよう⽀援
します 

■プレママサークル 妊娠期 
乳幼児期 

■⾚ちゃん訪問 

■産後ケア事業 

親同⼠が、悩みを共感し前向きに育児に取り組
めるよう仲間づくりの場を提供します 

■⾚ちゃんサークル 乳幼児期 

■ワイワイひろば 

児童⽣徒のこころの悩み、不安に対する相談、
援助の充実を図ります 

■教育相談員、スクールカウン
セラーによる⽀援 

学齢期 

成人期 

高齢期 
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取組の方向 取 組 対 象 

不登校傾向にある児童⽣徒の学びの場づくり
と社会に適応する⼒を⾝につけるための指導
をします 

■適応⽀援教室「オアシス教
室」 

学齢期 

いじめ防⽌のための対策を総合的、効果的に推
進します 

■御嵩町⼦どもの笑顔づくり
条例の推進 

学齢期 

地域における活動・交流・健康づくりの場づく
りを推進します〔再掲〕 

■「つどいの場」づくりの推進 成⼈期 
⾼齢期 

 

■目標指標 

 

指  標 
基準値 

(令和５年度) 
⇒ 

目標値 

(令和17年度) 

幸せだと感じる人の増加 

【御嵩町健康と食育に関する意識調査】 

20歳以上 6.78点 ⇒ 7.5点以上 

男性 6.52点 ⇒ 7.5点以上 

ぐっすりと熟睡できない人の減少 

【御嵩町健康と食育に関する意識調査】 
68.5％ ⇒ 40％以下 

睡眠による休養を十分とれていない人の減

少 

【御嵩町健康と食育に関する意識調査】 

20歳以上 21.7％ ⇒ 20％以下 

40歳代男性 71.4％ ⇒ 30％以下 

50歳代男性 50.0％ ⇒ 30％以下 

40歳代女性 33.3％ ⇒ 20％以下 

ストレスを解消できている人の増加 

【御嵩町健康と食育に関する意識調査】 
63.2％ ⇒ 70％以上 
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５ たばこ 

 

 

 

 

たばこによる健康への悪影響は、科学的に明確にされており、がん、循環器疾患、呼吸

器疾患、周産期の異常など、多くの疾患等の原因となっています。また、受動喫煙により、

周囲の⼈の健康への悪影響が⽣じることが知られており、乳幼児の喘息や乳幼児突然死

症候群（ＳＩＤＳ）等の原因となっています。 

喫煙や受動喫煙が健康に及ぼす影響についての正しい知識の普及に努め、受動喫煙防

⽌に取り組んでいきます。 

 

■町民の取組 

 

▶たばこを吸うことや、受動喫煙が健康に及ぼす影響について理解し、たばこを吸わない

ようにします 

  

▶たばこは吸いません 

 

▶たばこを吸うときはマナーを守り、禁煙したいときは相談します 

 

■町行政の取組 

 

取組の方向 取 組 対 象 

たばこが健康に与える影響、禁煙⽅法及び禁煙外
来を実施している医療機関などについて情報提
供していきます 
 

■広報・ホームページ すべての年代 

すべての年代 

妊娠期・乳幼児期・学齢期 

成人期・高齢期 

たばこの害を知り、⾃分と周りの⼈の健康を守ろう 

町⺠の⽬標 
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取組の方向 取 組 対 象 

たばこが胎児やこどもに及ぼす影響についての
知識の普及啓発を図ります。 

■⺟⼦健康⼿帳交付時の保
健指導 

妊娠期 

■乳幼児健康診査 乳幼児期 

公共の場の受動喫煙防⽌に努めます ■庁舎敷地内分煙 すべての年代 

■学校敷地内禁煙 すべての年代 

保健体育や特別活動の時間において、喫煙がもた
らす健康への影響などについての正しい知識を
伝え、その防⽌に努めます 

■保健体育の授業、総合的な
学習の時間 

学齢期 

 

■目標指標 

 

指  標 
基準値 

(令和５年度) 
⇒ 

目標値 

(令和17年度) 

喫煙者の減少 

【御嵩町健康と食育に関する意識調査】 

男性 4.7％ ⇒ 4％以下 

女性 1.2％ ⇒ 1％以下 

受動喫煙にあっ

た人の減少※ 

家庭で毎日あった人の減少 6.1％ ⇒ 5％ 

職場で全くなかった人の増加 77.5％ ⇒ 100％ 

飲食店で月１回以上あった人の減少 16.0％ ⇒ 0％ 

※岐阜県の「第４次ヘルスプランぎふ21」の数値 
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６ アルコール・薬物 

 

 

 

 

飲酒は、ストレスを解消し、⼈間関係を円滑にする効果がある⼀⽅、⽣活習慣病の発症

のリスクを⾼めます。また、体の健康だけではなく、こころの健康にも⼤きな影響を及ぼ

し、ひいては⽣活の質の低下につながります。健康的な⽣活習慣の確⽴を⽀援するととも

に、アルコールや薬物が及ぼす健康被害や社会問題に関する正しい知識の普及に努めま

す。 

 

■町民の取組 

 

▶アルコールの害を知り、節度ある飲酒を⼼がけます 

▶違法な薬物は絶対に使⽤しません 

  

▶お酒は飲みません 

 

▶⾃分に合った飲酒量を知り、楽しく飲みます 

▶週２⽇は休肝⽇を設けます 

▶未成年には⾔うまでもなく周りの⼈に飲酒を強要しません 

 

■町行政の取組 

 

取組の方向 取 組 対 象 

⽣活習慣病のリスクを⾼める飲酒量及び飲酒の
害について周知を⾏います。 
 

■広報・ホームページ すべての年代 

すべての年代 

妊娠期・乳幼児期・学齢期 

成人期・高齢期 

アルコール・薬物の害を知り、⾃分と周りの⼈の健康を守ろう 

町⺠の⽬標 
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取組の方向 取 組 対 象 

飲酒が胎児やこどもに及ぼす影響についての知
識の普及啓発を図ります。 

■⺟⼦健康⼿帳交付時の保
健指導 

妊娠期 

■乳幼児健康診査 乳幼児期 

保健体育や特別活動の時間において、飲酒・薬物
乱⽤がもたらす健康への影響などについての正
しい知識を伝え、その防⽌に努めます 

■保健体育の授業、総合的な
学習の時間 

学齢期 

 

■目標指標 

 

指  標 
基準値 

(令和５年度) 
⇒ 

目標値 

(令和17年度) 

多量に飲酒する人の減少 

【御嵩町健康と食育に関する意識調査】 

男性 22.4％ ⇒ 16％以下 

女性 6.4％ ⇒ 4％以下 

節度ある飲酒量を知っている人の増加 

【御嵩町健康と食育に関する意識調査】 
51.3％ ⇒ 80％以上 
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７ ⻭と⼝腔の健康 

 

 

 

 

⻭の健康は、⾷べ物を噛み、味わうだけでなく、⽣涯を通じて会話を楽しみ、素敵な表

情で豊かな⼈⽣を送るために重要な役割があります。また、⻭周病は糖尿病をはじめとす

る⽣活習慣病の発症や重症化に深く関わっており、健康寿命の延伸のためにも⻭と⼝の

健康づくりを推進していく必要があります。今後も「御嵩町⺠の⻭と⼝腔の健康づくり推

進条例」に基づき、⻭周病予防やオーラルフレイル（⼝腔機能の衰え）の予防に努めます。 

■町民の取組 

 

▶⻭と⼝の健康について正しい情報を⾝につけます 

▶かかりつけの⻭科医を持ち、定期的に⻭科検診を受診します 

  

▶妊娠中や産後は⼝腔ケアに気をつけます 

▶永久⻭が⽣えそろうまで仕上げみがきをします 

▶正しい⻭みがき習慣を⾝につけ、フッ化物を活⽤してむし⻭を予防します 

 

▶⻭周病の全⾝への影響や他の病気との関連性について知識を得ます 

▶⻭ブラシと⻭間部清掃⽤具を正しく使⽤して⻭周病を予防し、80 歳で 20 本の⻭を残

します 

 

  

すべての年代 

妊娠期・乳幼児期・学齢期 

成人期・高齢期 

いつまでもいい⻭で⾷事や会話を楽しもう 

町⺠の⽬標 



71 

■町行政の取組 

 

取組の方向 取 組 対 象 

⻭・⼝と全⾝の健康の関係や⻭間部清掃⽤具の
使い⽅、正しい⻭みがき⽅法について情報提供
します 

■広報、ホームページ すべての年代 

妊婦の⻭周炎やむし⻭の予防と早期発⾒に努め
るとともに、⽣まれてくるこどものむし⻭予防
など、⻭科保健に対する学習の機会を提供しま
す 

■妊婦⻭科健康診査 妊娠期 

乳幼児の⻭科健診の受診率の向上を図るなど、
むし⻭の予防、⼝腔機能の発達⽀援に努めます 

■乳幼児健康診査 乳幼児期 

こどものむし⻭予防のためフッ化物洗⼝を実施
します（保育園、⼩学校） 

■フッ化物洗⼝ 乳幼児期 

学齢期 

20〜70歳の５歳刻みの年齢の⼈を対象に⻭周
病検診を実施し、⻭の健康に対する意識の向上
と⻭周疾患の早期発⾒・予防を図ります 

■⻭周病検診 成⼈期 
⾼齢期 

8020運動の普及啓発を図ります ■8020運動の周知・啓発 ⾼齢期 

⼝腔機能の維持改善を図るため介護予防の教室
を実施します 

■⼝腔機能向上事業（⼀般
介護予防事業） 

⾼齢期 

 

■目標指標 

 

指  標 
基準値 

(令和５年度) 
⇒ 

目標値 

(令和17年度) 

自分の歯が20本以上ある80歳の人の増加 

【ぎふ・さわやか口腔健診】 
61.3％ ⇒ 62％以上 

自分の歯が24本以上ある60歳の人の増加 

【御嵩町健康と食育に関する意識調査】 
33.3％ ⇒ 85％以上 

３歳児でむし歯のない幼児の増加 

【保健事業のまとめ】 
92.5％ ⇒ 93％以上 

12歳児（中学１年生）で歯肉に炎症所見のある生徒の減少 

【学校の歯科健診の結果】 
16.3％ ⇒ 10％以下 

12歳児（中学１年生）の一人平均永久歯むし歯経験歯数の減

少【学校の歯科健診の結果】 
0.24歯 ⇒ 0.10歯以下 

成人で進行した歯周病のある人の減少【歯周病検診の結果】 26.2％ ⇒ 26％以下 

定期的な歯科検診受診者の増加（年１回以上） 

【御嵩町健康と食育に関する意識調査】 
79.5％ ⇒ 80％以上 

妊婦歯科健診受診者の増加【保健事業のまとめ】 22.5％ ⇒ 50％以上 
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指  標 
基準値 

(令和５年度) 
⇒ 

目標値 

(令和17年度) 

１歳６か月児(歯科)健診受診者の増加【保健事業のまとめ】 99.0％ ⇒ 100％ 

２歳歯科健診受診者の増加【保健事業のまとめ】 97.8％ ⇒ 100％ 

３歳児(歯科)健診受診者の増加【保健事業のまとめ】 100.0％ ⇒ 100％ 

歯周病検診受診者（20～70歳の５歳刻みの節目年齢の人）の

増加【保健事業のまとめ】 
2.8％ ⇒ 10％以上 

ぎふ・さわやか口腔健診受診者の増加 

【ぎふ・さわやか口腔健診】 
13.8％ ⇒ 28％以上 

歯間部清掃用器具を使用する人の増加 

【御嵩町健康と食育に関する意識調査】 
62.0％ ⇒ 70％以上 

噛むことに満足している人の増加 

【御嵩町健康と食育に関する意識調査】 
67.7％ ⇒ 70％以上 
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Ⅲ 地域で⽀える健康づくり 

１ 地域とのつながり・こころの健康                     

個⼈の健康は、その⼈を取り巻く社会環境に影響を受けることが知られています。例え

ば、就労、ボランティア、通いの場といった居場所づくりや社会参加が健康に影響します。

また、健康な地域には「いいコミュニティ」があるとも⾔われています。 

こうした地域のつながりやネットワークといった社会的な資本を⼤切にしながら、地

域づくりと健康づくりを同時に推進していきます。 

＜取組の⽅向性＞ 

■「つどいの場」など地域町⺠が主体的に⾏う活動が、より多くの地域に広まり、多くの

町⺠の参加が得られるよう、地域への働きかけ、⽴ち上げのための情報・ノウハウの提

供等の⽀援を⾏います。また、町ホームページに「つどいの場ガイド」を開設し周知に

努めていきます。 

■ひきこもりなど複雑で複合的な⽣活課題を抱えているにもかかわらず、必要な⽀援を

受けていない⼈に対して、アウトリーチ⽀援等を⾏うなど、地域住⺠や関係機関と連携

し、本⼈に寄り添いながらつながり続ける重層的⽀援体制の整備を進めていきます。 

■町内の⺠間企業や関係団体等との連携体制を構築し、協働して取り組むことで、町⺠の

健康づくりを推進します。 
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２ ⾃然に健康になれるまちづくり                      

町⺠⼀⼈ひとりが健康づくりに取り組むことが健康寿命の延伸につながっていきます

が、町⺠の中には健康づくりに積極的に取り組む⼈だけでなく、取り組もうと思っていて

も時間がない⼈や、健康にあまり関⼼のない⼈もいます。そのような⼈が⾃然に健康とな

るような⾏動をとることができる環境整備を⾏うことが重要です。 

健康づくりに取り組むきっかけづくりや、継続的に取り組めるような仕組みづくりな

どを進めていきます。 

＜取組の⽅向性＞ 

■健康について無関⼼な若い世代も含め、全ての町⺠が楽しみながら健康づくりに取り

組み、各種健康診査の受診、健康教室等への参加、ボランティア活動への参加、毎⽇の

運動の実施などの⾏動変容につながるよう「清流の国ぎふ健康・スポーツポイント事業」

の充実を図ります。 

■町⺠が⾃然に散歩やジョギングがしたくなるよう、歩道やウォーキングコースの充実

を図るなど環境整備に努めます。 

■公共の場はもとより、職場、飲⾷店等での禁煙化を推進します。 
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第６章 第２期⾃殺対策計画 

１ 現状からみる課題                         

(1) 本町の課題 

○男性の働き盛りと高齢者の自殺 

⾃殺者の年齢構成割合をみると、男性の 40・50 代の働き盛りと 80 歳以上の⾼齢者

が⾼くなっています。 

○無職者の自殺 

⾃殺者の就業別構成割合では無職者が７割近くを占めています。 

○原因・動機は健康問題 

原因・動機別⾃殺者割合をみると、健康問題が最も⾼くなっています。 

 

(2) 優先されるべき対象群 

国から提供された地域⾃殺実態プロファイルでは、平成30年から令和４年の５年間

の⾃殺者について、⽣活状況別（性別・年齢階級（成⼈３区分）・職業の有無・同居⼈

の有無）の区分で、⾃殺者数の多さを基本に順位付けされ、本町の主な⾃殺の特徴とし

て⽰されています。⾃殺者数が同数の場合は⾃殺死亡率の⾼い順となっています。 

これらの結果から、地域⾃殺実態プロファイルによる上位の性・年齢の特性と「背景

にある主な⾃殺の危機経路」を参考にした推奨される重点パッケージでは、「⾼齢者」、

「⽣活困窮者」及び「勤務・経営」があげられています。 
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■本町の主な自殺の特徴（2018（平成30）年～2022（令和４）年） 

上位５区分 
自殺者数 

５年計 
割合 

自殺死亡率 

(10万対) 
背景にある主な自殺の危機経路 

１
位 

男性 60 歳以上無職同居 4 人 25.0% 50.7 
失業（退職）→生活苦＋介護の悩み（疲
れ）＋身体疾患→自殺 

２
位 

女性 60 歳以上無職同居 4 人 25.0% 31.5 身体疾患→病苦→うつ状態→自殺 

３
位 

男性 40～59 歳有職同居 3 人 18.8% 32.5 
配置転換→過労→職場の人間関係の悩み
＋仕事の失敗→うつ状態→自殺 

４
位 

男性 40～59 歳無職同居 2 人 12.5% 303.3 
失業→生活苦→借金＋家族間の不和→う
つ状態→自殺 

５
位 

男性 40～59 歳有職独居 1 人 6.3% 81.5 
配置転換（昇進／降格含む）→過労→仕
事の失敗→うつ状態＋アルコール依存→
→自殺 

(注)１ 自殺死亡率の母数（人口）は令和２年国勢調査を元にした自殺総合対策推進センターの推計。 

２ 「背景にある主な自殺の危機経路」は自殺実態白書 2013（ライフリンク）を参考にした。あくま

でも、該当する性・年齢等の特性に応じ、全国的に見て代表的と考えられる「自殺の危機経路」

を示すものであり、提示された経路が唯一のものではない。 

資料：地域自殺実態プロファイル 

 

２ 基本⽅針                         

○⾃殺の多くは追い込まれた末の死であり、その背景には、こころの健康の問題だけでな

くさまざまな社会的要因が考えられます。⾃殺は、これまで＜個⼈の問題＞と思われが

ちでしたが、本来は＜社会の問題＞として認識すべき重⼤な課題です。 

○⾃殺対策の基本は、社会における「⽣きることの阻害要因（⾃殺のリスク要因）」を減

らし、「⽣きることの促進要因（⾃殺に対する保護要因）」を増やすことを通じて、社会

全体の⾃殺リスクを低下させることにより、⾃殺を防⽌していくことです。 

○こうした背景のもと、第１期⾃殺対策計画の取組を継承し、強化します。 
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○⾃殺対策の本質が⽣きることの⽀援にあることを改めて確認し、全ての町⺠がかけが

えのない個⼈として尊重されるとともに、⽣きがいや希望を持って暮らすことができ

るよう、保健、医療、福祉、教育、労働、その他の関連分野との連携を図り、誰も⾃殺

に追い込まれることのない社会の実現を⽬指します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

３ ⽬標指標                            

国は⾃殺総合対策⼤綱で数値⽬標を令和８年までに、平成 27 年の⾃殺死亡率（18.5）

に対して 30％以上減少した 13.0 以下としています。 

本町では、平成 26 年から令和４年までの⾃殺者数は平均 3.9 ⼈となっており、⾃殺対

策基本法の基本理念である「誰も⾃殺に追い込まれることのない社会の実現」を⽬指すた

め、計画の最終年である令和 12 年の年間⾃殺者数を０⼈とすることを⽬標とします。 

 

▼目  標 

（参考） 

平成26〜令和４年 

平均⾃殺者数 

令和４年 

⾃殺者数 
 

令和12年 

⾃殺者数 

3.9⼈ １⼈  ０⼈ 

資料：地域における自殺の基礎資料 

 
  

 

いっしょに⽣きて、いっしょにつくろう︕ 
みんなで たのしく けんこうに暮らせるまち 

生きることの包括的な支援 

 

自己肯定感、危機回避能力 

信頼できる人間関係等 

 
生きることの促進要因 

(自殺に対する保護要因) 

 

過労、育児や介護疲れ 

生活困窮、いじめや孤立等 

生きることの阻害要因 
（自殺のリスク要因） 
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４ 取組内容                                

(1) 基本施策 

① 地域におけるネットワークの強化 

⾃殺対策は、⽣きることの包括的な⽀援として、地域におけるネットワークを基盤

として推進することが必要です。さまざまな分野や主体の役割を明確化し、共有した

うえで、相互の連携を図るため、協議体設置の検討や既存のネットワークの活⽤によ

ってネットワークの強化に努めます。 

 

■町民の取組 

 

▶地域でリスクを抱えた⼈に気づき、適切な専⾨機関につなぎます 

▶地域活動団体や企業は⾃殺の現状や⾃殺対策についての理解を深め、町や関係機関と

の連携を図ります 

 

■町行政の取組 

 

施策名 施策の内容・自殺対策との関連 

○庁内会議の推進 

 

自殺対策を総合的に推進するため、重層的支援体制の構築とともに、体制

強化を図ります。 

○自殺対策推進協議会の開催 自殺対策を総合的に推進するため、自殺対策推進協議会を活用し、町内の

関係機関や各種団体等との連携を体制の構築・強化を図ります。 

○発達障がい児ネットワー

ク事業の推進 

障がいのあるこどもやその家族に対して、関係機関と連携し、必要に応じ

て専門機関へつなぐなどの支援に取り組むことで保護者の精神的負担の軽減

を図ります。 

○子育て支援ネットワーク

の推進 

家庭や保育園・幼稚園、学校、地域の関係団体、行政など関係機関とのネッ

トワークや情報共有により、養育に係る負担の軽減に向けた包括的な支援を

展開しています。 

○児童虐待防止に向けた対

策の充実 

虐待の事後対策だけでなく、具体的な事前防止策を検討し、関係機関との

連携により、課題の解決を図ります。 

○地域包括ケアシステムの

推進 

障がい、高齢、医療などの関係を総合的に支援する地域包括ケアシステム

を推進する中で、自殺対策や生活困窮者等の複合的な問題にも対応できる関

係機関の連携を図っています。 

○地域ささえあいネットワ

ークの活用 

現在は高齢福祉が主になり事業を進めていますが、今後は障がいや子育て

支援、自殺対策、生活困窮者支援などさまざまな分野にも事業を広げること

で、地域共生社会の実現につなげます。 

○地域ケア会議の推進 地域の高齢者が抱える問題や自殺リスクの高い人等の情報を共有すること

により、ケアマネジャーの資質向上、信頼関係形成につながり、早期発見や

自ら相談に来ることができない人の把握にもつなげます。 
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施策名 施策の内容・自殺対策との関連 

○協議体の設置と生活コー

ディネーターの配置 

地域の課題を把握する中で、自殺に関するケースがあった場合、地域包括

支援センターを含め情報共有を推進していくことで、見守り体制の強化を図

ります。 

 

 

② 自殺対策を支える人材の育成 

多くの⼈が早期に⾃殺リスクに気づき、相談や必要な⽀援につなげ、⾒守ることが

重要です。役場職員や関係団体、町⺠などが早期に気づき対応できるよう、必要な研

修や講座の開設、実施を⾏います。 

 

■町民の取組 

 

▶ゲートキーパー研修やメンタルヘルスなどに関する講座を積極的に受講し、早期の気

づき、つなぎの対応ができるようにします 

 

■町行政の取組 

 

施策名 施策の内容・自殺対策との関連 

○役場職員に対するゲート

キーパー研修の実施 

窓口対応などをする職員が、自殺リスクに気づき、相談や支援を担う関係

機関等へつなげるようゲートキーパー研修を行います。 

○町民を対象としたメンタ

ルヘルスに関する講座や

ゲートキーパー研修の実

施 

町民の誰もが、自殺のリスクに気づき、相談窓口につなぎ、見守ることが

できるように、メンタルヘルスに関する講座やゲートキーパー研修の実施を

検討します。 

○子育て支援ボランティア

の育成、地域ぐるみの子

育て支援 

子育てを支援するボランティアが、自殺リスクなどに気づいたときの対処

法を学び、相談や必要な支援につなげるようゲートキーパー研修を周知し、

受講を勧奨します。 

○地域組織に対する研修の

充実 

地域における見守り体制の強化に向けて、ケアマネジャー、民生委員・児

童委員などを対象とするゲートキーパー研修の実施を検討します。 

○認知症地域支援推進員や

認知症サポーターの養成

と活用 

認知症サポーター養成講座にてゲートキーパーについて周知するととも

に、認知症地域支援推進員等へゲートキーパー研修の受講を勧奨することで、

地域の高齢者を中心とした見守り体制の強化を図ります。 

○各種団体等への研修の周

知と受講勧奨 

社会福祉協議会のボランティアや高齢者のサロン等を運営している団体、

各種相談員等へゲートキーパー研修の周知と受講勧奨を行うことで、生きる

ことの包括的な支援に関わる人材の育成を図ります。 

○教育関係職員の研修の充

実 

教育現場での自殺リスクへの気づきや必要な支援へつなげられるよう、教

職員を対象とした自殺対策に関する研修やゲートキーパー研修を実施し、生

きることの包括的な支援を推進します。 
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③ 町民への啓発と周知 

⾃殺の危機は誰にでも起こりうるものですが、⾃殺の危機に陥った⼈の⼼情や背

景は理解されにくく、⾃殺に対する誤った認識や偏⾒は多くみられます。また、誰か

に相談することが適切であるという認識とともに、相談先の周知を進めていく必要

があります。 

町⺠⼀⼈ひとりが誰かの⾃殺リスクに気づき、話を聞き、必要に応じて専⾨機関に

つなぎ、⾒守る役割を意識することができるように、⾃殺への適切な認識の啓発と相

談先の周知に努めます。 

 

■町民の取組 

 

▶⾃殺が誰にでも起こり得ることを知り、「死にたい」と打ち明けられた時に、話を聞き、

必要に応じて専⾨機関につなぐなどの適切な対応ができるようにします 

▶地域で⾏われている⾒守りや⽣きがい活動が、＜⽣きることの包括的な⽀援＞である

ことを意識します 

 

■町行政の取組 

 

施策名 施策の内容・自殺対策との関連 

○ストレスと休養、睡眠の

意義やうつ病についての

情報提供 

広報等において、ストレスと休養、睡眠の重要性について適宜周知を実施

します。また、自殺予防の特集を毎年、自殺対策強化月間（３月）などに行い

ます。 

○子育て支援ガイドブック

による周知 

育児に関する質問や不安などに対応する相談窓口の周知を行います。 

○福祉に関する広報・啓発

活動の充実 

広報、町ホームページ、社協だよりにて、地域福祉の必要性や活動を伝え、

つどいの場や相談窓口の周知を行っています。 

○児童生徒に対する相談窓口

の周知 

相談窓口について、広報、教育センター機関誌、ホームページ等へ掲載す

るとともに、学校にリーフレットを設置し、周知を行っています。 

○中山道みたけ館での周知 中山道みたけ館で自殺対策についてのリーフレット等の配布、また自殺対

策週間（９月 10～16 日）や自殺対策強化月間（３月）における自殺対策に関

する情報の発信を進めていきます。 

○若者に向けた相談窓口の

周知啓発 

成人式での相談窓口を周知するリーフレットの配布や、ＳＮＳを通じた自

殺に対する正しい知識の啓発や相談窓口の周知を行います。 
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④ 生きることの促進要因への支援 

⾃殺対策は⽣きることの包括的な⽀援として、⽣きることの阻害要因を減らす取

組に加えて、⽣きることの促進要因を増やす取組を推進する必要があります。町だけ

でなく、関係団体や地域、町⺠と協働し、⾃⼰肯定感の醸成や信頼できる⼈間関係の

構築など、⾃殺に対する保護要因を増加させます。 

 

■町民の取組 

 

▶地域の活動に参加し、⽣きがいや役割を持ちます 

▶地域活動について、誰もが利⽤できる内容であるか⾒直し、多様な⼈が集まれるのであ

れば、こどもや⾼齢者、障がいのある⼈など誰もが利⽤できる⼯夫をします 

 

■町行政の取組 

 

施策名 施策の内容・自殺対策との関連 

○いきいき健康相談の実施 心身の健康の保持増進を目指して相談支援を実施しており、相談内容によ

り精神保健福祉相談や専門医の受診などにつなげています。 

○精神保健福祉相談の実施 本人だけでなく家族などからの相談も受けることで、一人で抱え込むこと

のないよう、アドバイスを行うなどの相談支援を行っています。 

○産後うつの予防の充実 子育てを始めたばかりの保護者が、子育ての不安を一人で抱え込むことの

ないよう、赤ちゃん訪問の際、エジンバラ産後うつ病質問票を活用していま

す。また、医療機関との連携を図り、出産直後に子育て等の不安が強い場合

は早期に訪問を行うとともに、産前・産後サポート事業や産後ケア事業等を

実施するなど、子育て等の不安解消に努めています。 

○養育支援訪問事業の推進 子育てに強い不安を抱えているなど定期的な見守りが必要な家庭に対し

て、関係機関と連携を図り、必要に応じて電話相談や訪問による相談を実施

し、必要な支援を行っています。 

○障がい者虐待防止の啓発

活動等の推進 

障がい者に対する虐待事案が発生した場合は、障がい者虐待防止マニュア

ルに基づき対応をしており、虐待の通報があった場合は立入調査を実施し、

関係機関と連携を図り、自殺等のリスクがある場合は適切な相談窓口へつな

げる等の支援に取り組みます。 

○成年後見制度の利用促進 判断能力の不十分な障がい者や高齢者を、さまざまな生活上の困難や自殺リ

スクなどから守る成年後見制度の利用促進を図るため、可茂管内で協議会を立

ち上げ、必要な支援につなげることができるよう協議を重ねています。また、

庁内の関係部署と事業所等が情報共有できる体制づくりに取り組みます。 

○地域包括支援センターの

機能強化 

高齢者の相談窓口として中心的な役割を担っており、民生委員・児童委員

等の関係機関との連携を強化することにより、地域包括ケアシステムの充実

を図ります。また、地域での高齢者の虐待や認知症対策など、より専門性の

高い事案に対応するため、職員の資質向上を図ります。 

○重層的支援体制の整備 福祉課題は複合化し、高齢者、障がいのある人、児童等といった従来の福

祉制度の枠組みでは適切な解決策を講じることが困難なケースが見られま

す。自殺対策も含め、こうした背景に対応するため、関係機関と連携し重層

的支援体制の整備を進めていきます。 
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施策名 施策の内容・自殺対策との関連 

○教育相談事業の充実 児童生徒・保護者のさまざまな悩みに応えるため、電話相談、来所相談、訪

問相談等を継続して行います。また、オアシス教室相談員やスクールカウン

セラー等によるカウンセリングの実施や学校と連携し、教育相談の充実を図

ります。 

○笑顔づくり条例に基づ

き、いじめ等に関する相

談体制や取組の推進 

児童生徒へのアンケートや教育相談などを通じて、いじめ等の未然防止・

早期発見・早期対応に組織的に取り組んでいます。いじめ等に関係する事案

があれば関連する分野と連携して対応するとともに、児童生徒の個々の家庭

の状況にも配慮した対応ができるような体制づくりを推進します。 

○学校における福祉教育の

推進 

児童生徒の保育体験や社会福祉施設等で障がい者や高齢者等との交流・体

験学習により、命の大切さなどを学ぶことで、生きることの包括的支援に取

り組んでいます。 

○子育てに関する不安や悩

みのある人に対する相談

の場の充実 

保健センターにおける育児相談や、子育て支援センター「ぽっぽかん」及

びこども家庭センターでの子育て支援事業、家庭教育学級等において、子育

ての不安や悩みに寄り添い、関係機関との連携を強化し必要な支援につなげ

ていきます。 

○障がいに対する理解促進 障がいには、目にみえる障がいと、内部疾患や発達障がいといった目に見

えない障がいがあります。また、障がいを抱えた人や家族は日常生活でさま

ざまな生きづらさを抱えやすく、周囲の理解と助けを必要としているため、

さまざまな場面で啓発を行っています。 

○地域交流の促進 高齢者いきがい活動支援センターでの高校生との交流、障がい者施設「あ

ゆみ館」で行われる「あゆみ館まつり」を通じ、異なる世代や障がいのある方

と交流し、お互いの理解を促し、地域共生社会の実現を目指します。 

○地域におけるつどいの場

づくりの推進 

町内のつどいの場ガイドを活用することで参加者を増やし、高齢者サロン

において、お互いの見守りの場とします。また、生きがいづくりのため、高齢

者ボランティアの活用を促進します。 

○命を大切にする心をはぐ

くむ事業の推進 

命の大切さを学び、生徒の豊かな人間性や社会性を育むため、中学校での

いのちの授業で妊婦体験や乳幼児とのふれあいなど、道徳教育において各校

で重点を明らかにして取り組んでいます。 

○学校教育における人権教

育の推進 

誰もが尊重して生活できる社会の実現のために、各校ごとに「ひびきあい

の日」を位置づけるとともに、各校の特色に合わせた相手を尊重する意識を

高めるためのキャンペーンを実施するなど、児童会、生徒会が中心となった

人権教育を進めています。 

○乳幼児学級、幼保期・小学

校期・中学校期の家庭教

育学級の推進 

全ての家庭教育学級で子育てサロンを開催し、交流の場を設けています。

親同士のつながりづくりと悩みや不安の軽減を図ることで、自殺リスクの軽

減につなげます。 

○一人ひとりが自立できる

福祉のまちづくり 

メンタルヘルスに関する講座等の学ぶ場の開催を検討し、また、高齢者、

障がい者、ひとり親家庭等の自立を支援することで、生きることの促進要因

の増加を促します。 

○消費者被害の防止 消費者被害に関する情報提供に努めます。また、高齢者を対象とする通話

録音装置の貸出を実施するとともに、窓口に来た人の不安感などに気づいた

場合、関係課へつなぐことや、岐阜県県民生活相談センターの県民相談（日

常生活の悩み事、困りごとの相談）や消費生活相談など専門機関へつなぐこ

とで、消費者被害の防止を図ります。 

○生活困窮者自立支援制度

の充実 

生活保護にいたる前段階で、生活に困窮している人の早期把握に努め、岐

阜県社会福祉協議会などの相談機関へつなぎ、それらの機関と連携を図りな

がら支援を進めます。 

○働く人のメンタルヘルス

に関する相談窓口の周知

啓発 

厚生労働省の「こころの耳」など、働く人に対するメンタルヘルスに関す

る相談窓口の情報を幅広く周知・啓発できるよう、自殺対策推進協議会で検

討します。 
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施策名 施策の内容・自殺対策との関連 

○職場のメンタルヘルスの

向上への支援 

企業等からのメンタルヘルス対策に関する相談等に対して、岐阜産業保健

総合支援センターなどの企業が行う職場のメンタルヘルス対策に関する相談

窓口の周知を行うとともに、精神保健や専門医療機関等の情報提供を行いま

す。 

○自殺未遂者への支援 自殺未遂者への必要な支援に関して、救急医療や警察、消防などそれぞれ
の機関をつなぐネットワークの構築について、自殺対策推進協議会等を通じ
て検討を進めます。 

○自殺で大切な人を失った
人への支援 

相談窓口の周知に努めます。また、児童生徒の自殺の事後の対応として、
文部科学省の「子どもの自殺が起きたときの緊急対応の手引き」に沿って対
応していきます。 

 

⑤ 児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育の推進 

命や暮らしの危機に直⾯した時に、「信頼できる⼤⼈に相談することができる、助

けを求めることができる」ということを、児童⽣徒の段階で「⽣きる⼒」として⾝に

つけることができるように、学校での教育を推進します。 

 

■町民の取組 

 

▶こどもの話に⽿を傾け、悩みがある場合は共有します 

▶信頼できる⼈に悩みを話すことは恥ずかしいことではないと伝えます 

 

■町行政の取組 

 

施策名 施策の内容・自殺対策との関連 

○学校における福祉教育の

推進（再掲） 

児童生徒の保育体験や社会福祉施設等で障がい者や高齢者等との交流・体験

学習により、命の大切さなどを学ぶことで、生きることの包括的支援に取り組

んでいます。 

○教職員等学校関係者への

周知啓発 

教職員等の研修会において、生きる支援（自殺対策）や「ＳＯＳの出し方教

育」に関する内容等の研修を行い、ＳＯＳの出し方に関する教育における教職

員の理解促進に努めます。 

○学校での「ＳＯＳの出し

方教育」の授業の推進 

児童生徒が命や暮らしの危機に直面した時に、信頼できる大人に相談するこ

とができるよう、文部科学省の「子供に伝えたい自殺予防」を活用し、各学校

で「ＳＯＳの出し方教育」を推進します。また、相談先の周知啓発を行います。 

○地域でこどもに関わる支

援者への周知啓発 

児童生徒の登下校を見守る学校安全サポーターなど、地域で児童生徒を支援

している方へ、ＳＯＳの出し方教育についての周知啓発を進め、理解を促し、

ＳＯＳの受け手となれるような体制づくりを検討します。 
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(2) 重点施策 

本町の⾃殺の現状からみる課題を踏まえ、次の３つを重点施策として取り組みます。 

① 高齢者向けの対策 

⾃殺者の年齢構成割合をみると、60歳以上が５割以上を占めています。原因・動

機別⾃殺者割合では、「健康問題」が最も⾼くなっており、⾼齢化が進むことにより

⾼齢者の⾃殺の割合は増える可能性があります（20、23⾴参照）。 

⾼齢者は、御嵩町⾼齢者福祉計画・介護保険事業計画等で⽀援施策が計画されてお

り、介護保険によるサービスや社会参加を促す取組が推進されています。これらの取

組と連携し、包括的な⽀援として、⾼齢者の孤⽴や孤独を防ぐためのつどいの場づく

りや参加者の増加に努めます。 

 

■町行政の主な取組 

 

施策名 参  照 

○地域包括ケアシステムの推進 78 頁 

○地域ケア会議の推進 78 頁 

○認知症地域支援推進員や認知症サポーターの養成と活用 79 頁 

○地域包括支援センターの機能強化 81 頁 

○地域におけるつどいの場づくりの推進 82 頁 

 

② 無職者・生活困窮者向けの対策 

⾃殺者の就業別構成割合をみると、無職者は全体の約７割を占めています。年⾦・

雇⽤保険等⽣活者が多くを占めていますが、岐⾩県、全国に⽐べて主婦の割合も⾼く、

家庭での問題や社会における役割の喪失などさまざまな原因が考えられます（22⾴

参照）。 

⽣活困窮は職についていないため収⼊が乏しくなるだけでなく、虐待や障がい、多

重債務、介護、依存症など、多様かつ広範な要因が重なっている場合も多くあります。 

無職者も⽣活困窮者も社会的に排除されやすい傾向にあり、⾃殺のリスクを抱え

ていると思われる⼈を把握することが重要です。相談窓⼝の充実だけでなく、どこの

相談窓⼝に相談しても⾃殺リスクを抱えている可能性を⾒落とさず、適切な専⾨機

関につなぐことで⾃⽴のための⽀援ができるように、庁内や相談を受け付けている

機関が連携できるネットワークを構築します。 
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■町行政の主な取組 

 

施策名 参  照 

○地域ささえあいネットワークの活用 78 頁 

○重層的支援体制の整備 81 頁 

○一人ひとりが自立できる福祉のまちづくり 82 頁 

○生活困窮者自立支援制度の充実 82 頁 

 

③ 働く人向けの対策 

⾃殺者は⼥性に⽐べて男性が多く、その年齢構成割合をみると、40・50代の働き

盛りが⾼くなっています。また、就業別構成割合をみると、男性は有職者が４割以上

となっており、無職者への⽀援だけでなく、有職者への⽀援も必要です（22⾴参照）。 

働き⽅改⾰の推進により、職場環境改善の気運は⾼まっている⼀⽅、⻑時間労働や

パワハラ等のハラスメントなどといった問題は依然残っています。職場のメンタル

ヘルス対策のさらなる向上に努め、働くことが⽣きることの促進要因につながる環

境づくりに取り組みます。 

 

■町行政の主な取組 

 

施策名 参  照 

○働く人のメンタルヘルスに関する相談窓口の周知啓発 82 頁 

○職場のメンタルヘルスの向上への支援 83 頁 

 

 

(3)  取組の評価指標  

具体的な取組を評価するために、評価指標を次のとおり設定します。 

▼取組の評価指標 

区   分 
基 準 

 
目 標 

令和５年度 令和12年度 

ゲートキーパーの養成講座 

開催回数 １回 

 

年１回 

受講者数 20人 

150人 

令和７～11年度 

の累計 
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第７章 計画の推進 

１ 計画の周知                          

本計画は、町⺠の「健康寿命の延伸」と「誰も⾃殺に追い込まれることのない社会の実

現」を、地域組織、関係団体、町⾏政が連携して推進していくことを⽬指し策定しました。 

したがって、町⺠⼀⼈ひとりの健康づくりに関する取組を⽀援していくうえでも、本計

画が⽰した考え⽅や⽅法などを広報、町ホームページ、各種事業・イベントなどを通じ

て、周知を図っていきます。 

 

２ 計画の推進体制                        

(1) 御嵩町健康増進計画・食育推進計画・自殺対策計画策定委員会等 

本計画の進⾏管理を⾏うとともに、計画に掲げた取組などの評価や、新たな取組の⽅

向性について協議するため御嵩町健康増進計画・⾷育推進計画・⾃殺対策計画策定委員

会を継続的に開催します。また、⾃殺対策については、⾃殺対策推進協議会を継続的に

開催します。 
 

(2)  「誰一人取り残さない」取組の推進 

健康づくりや⾃殺対策において、こども、障がいのある⼈、⾼齢者、⽣活困窮者を

はじめ町⺠の誰⼀⼈取り残すことがないよう、現在、町⾏政が進めている「断らない

相談⽀援」「参加⽀援」「地域づくりに向けた⽀援」を⼀体的に実施する重層的⽀援体

制を活⽤し、各種取組を推進します。 

 

(3) 各種団体等との協働 

保健推進員、⾷⽣活改善推進協議会など健康づくりを推進する団体及び⾃治会、⺠⽣

委員・児童委員など地域を中⼼に活動する団体並びにＪＡ、商⼯会等と協働し、地域に

おける計画の周知と具体的な健康増進、⾷育及び⾃殺対策の取組を推進します。 
 

(4) 関係機関等との連携 

本計画の実現に向けて、健康増進、⾷育及び⾃殺対策の取組が効果的に⾏われるよう、

医師会、⻭科医師会、県など関係機関との連携を強化します。 
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(5) 庁内関係部署との連携 

健康増進、⾷育及び⾃殺対策は、保健福祉の分野に限らず、さまざまな分野の施策を

総合的に進めることが重要となります。したがって、計画の推進にあたっては、重層的

⽀援体制を活⽤し、関係部署との横断的な連携、調整を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の進⾏管理                        

計画の実効性を⾼め、⽬標を達成していくためには、計画の進捗状況を把握し、評価す

ることが重要になります。このため、「御嵩町健康増進計画・⾷育推進計画・⾃殺対策計

画策定委員会」においてPDCAサイクルにより客観的に進捗状況をチェックするとともに、

法改正や社会情勢等の変化に対応して施策等の⽅向性を検討していきます。 

本計画の最終年度である令和18年度には、令和17年度までの⽬標指標の達成状況、取

組の実施状況等をもとに最終評価を⾏い、⽬標の達成度を確認するとともに、その結果を

次期計画に反映させます。 

また、計画の進捗状況確認のため令和12年度に中間評価を⾏います。その際、必要に

応じて、⽬標指標や取組の⾒直しを⾏います。 

 
  

家  庭 

個 ⼈ 

地域組織 職  場 

園・学校 

医療機関 企業・商店 

NPO 

御嵩町 

いっしょに⽣きて、いっしょにつくろう︕ 
みんなで たのしく けんこうに暮らせるまち 

＜御嵩町における健康づくり推進のイメージ＞ 

県・国 


